
平成２４年度 平成24年8月23日 現在

23年度 24年度 25年度 事 業 概 要

決算額
当初

予算額
推進

計画額
目 的 と 内 容 評価 25年度に向けての方向性 評価 評 価 の 内 容

25年度予
算に対す
る考え方

ラ
ン
ク

第１章　支えあい健やかに暮らせるまち 5,050,395 5,450,268 5,868,207

　第１節　健康づくり・地域医療の充実 397,387 438,425 434,447

　　１　健康づくりの推進 4,103 4,713 3,715

健康づくり啓発事業 1 健康推進課 1,308 1,487 489
　市民自ら健康づくりに取り組むことができるよう、健康づくりに
関する知識や方法などの普及啓発を行う。

現継
市民の健康保持増進を図るために必要
な事業である。

現継
現状継続とするが、引き続き事務
の効率化に努められたい。

現状継続 3

生活習慣病予防事業 2 健康推進課 2,795 3,022 3,022
　生活習慣病予防・悪化防止を図るため、「生活習慣病予防教
室」や「成人健康相談」を行う。

現継
生活習慣病は社会問題となっており、生
活習慣病予備軍の方に病気発症の予
防を行う事業である。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

食育推進事業 3 健康推進課 0 204 204
　食育推進計画に基づき、心身の健康の増進と豊かな人間関
係の形成のために、食に関する知識や食を選択する力を身に
つけ、健全な食生活を実践するための事業を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業

－ -

　　２　保健予防の推進 213,963 206,590 206,590

妊産婦保健推進事業 6 健康推進課 27,424 34,229 34,229

　妊婦の健康と胎児の発育を守るための健康診査受診票を発
行する。
　健やかな妊娠期を過ごし、安心して出産ができるよう妊娠中
の健康や出産・育児の正しい知識を啓発する。
　孤立した育児にならないよう妊娠中から友達づくりの機会を提
供する。

現継
妊産婦の健康維持に必要な事業であ
る。

現継

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とするが、受診率が
100％となるような方策を検討す
べきである。

現状継続 2

乳幼児保健推進事業 7 健康推進課 15,374 16,549 16,549

　乳幼児の心身の成長発達を促し、保護者が安心して育児がで
きるよう健診や健康教育の場を提供する。
　出産後早期から母親の健康状態や育児の悩みなどを把握し
支援を行い、児童虐待を予防する。

現継 　子育て支援に有効な事業である。 現継

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とするが、受診率が
100％となるような方策を検討す
べきである。

現状継続 2

予防接種推進事業 8 健康推進課 127,755 104,202 104,202 　感染症の発生及びまん延予防のため、予防接種を実施する。 現継
　法律で定められた予防接種であり現
状継続とする。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2

がん検診推進事業 9 健康推進課 43,255 51,404 51,404
　早期発見・早期治療のため、がん検診を実施する。
　30歳代健診、循環器健診及び肝炎ウイルス検診を実施する。

現継
市民の健康を守るために必要な検診(健
診）であり、継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

エキノコックス症予防対
策事業

32 健康推進課 155 206 206
　エキノコックス症の早期発見、早期治療のため検診を実施す
る。

現継
エキノコックス症の重要性から、市民へ
の啓発等を十分に行い検診を継続す
る。

見直
し

受益者負担について結論を出す
こと。

見直し 4

　　３　医療体制の充実 113,974 120,175 118,195

救急医療推進事業 35 健康推進課 113,974 120,175 118,195
　市民の夜間や休日の急病に対応するため、夜間急病センター
及び在宅当番医制度を運営し、24時間医療体制を維持する。
　休日の歯科救急受診体制を維持する。

現継
市民の健康維持に必要な事業であり、
継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

行革No.107:救急医
療啓発普及事業の
見直し（実施済）、
No.108:在宅当番医
制度の見直し（実施
済）

　　４　国民健康保険事業の適正な運営 65,347 106,947 105,947

保険税収納率向上対策
事業
(国保会計)

5 国保医療課 9,945 13,167 13,167
  保険税の歳入確保のため、滞納者への的確な納付指導のほ
か、コンビニ収納やインターネット公売などを実施し、国保事業
の安定的な運営を図る。

現継

非正規雇用や離職後に再雇用先が見
つからないなど、収入的に不安定な要
素を抱え、国保税の納付に結び付かな
い状況があるが、収納率の向上に向
け、実施内容に示す手段の充実を図
る。

現継
国保会計維持のため必要な事業
であり、現状継続とする。

現状継続 2

行革No.39:市税の徴
収体制の強化（実施
済）、No.40:市税の納
付方法の拡大（一部
実施）、No.42:悪質滞
納者への対応の強
化②（実施済）

医療費適正化特別対策
事業
(国保会計)

10 国保医療課 12,487 16,402 16,402

　医療費適正化を図るため、レセプト点検業務、第三者行為（交
通事故等）求償事務及び医療費通知業務等を実施するほか、
広報紙（けんこうネットワーク）による被保険者への保険・健康
情報の提供を行う。

現継
レセプト点検や第三者行為求償事務な
どは引き続き業務委託により効率的な
運営を図っていく。

現継
現状継続とするが、レセプト点検
の委託実施による効果について
検証する必要がある。

現状継続 2

22外：レセプト点検業
務委託のメリットを十
分発揮できるよう検
討が必要

２ 次 評 価 の 案

備　　　考

事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計画
事業
番号

担当課名

１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

1 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

特定健康診査・特定保健
指導事業
(国保会計)

11 国保医療課 38,059 71,330 70,330

　生活習慣病の原因となる「メタボリックシンドローム（内臓脂肪
症候群）」に着目した、特定健康診査・特定保健指導を40歳から
74歳までの被保険者に実施し、疾病の早期発見、早期治療及
び生活習慣の改善を図る。

現継
実施計画の目標値に近づけるよう、未
受診者の解消など、市民周知を図って
いく。

現継
現状継続とするが、受診率の向
上に努めること。

現状継続 2

22外：受診率の向上
を。検診結果を有効
に生かすための方策
も検討する必要あ
り。

保健衛生推進支援事業
(国保会計)
（誘導型交付金3-3）

39 国保医療課 4,856 6,048 6,048

　健康づくりや健康意識の高揚を図るため、地域で推進する健
康増進活動、健康づくり・体力づくりを実施する実行委員会等に
交付金を交付する。
　また、インフルエンザ予防接種事業（65歳以上）を行う。

現継

各地域での健康づくりを中心に参加者
が増えてきており、また、インフルエンザ
も多くの接種者がいることから、事業継
続し、健康づくりを図りたい。

現継
インフルエンザ予防接種助成事
業を除き、事業効果を検証しなが
ら事業を実施すること。

現状継続 3

　第２節　地域福祉の推進 96,399 244,716 533,932

　　１　地域福祉推進体制の充実 61,991 64,247 67,599

社会福祉等団体活動支
援事業
（育成型補助金3-2）

40 福祉課 59,535 63,698 66,812

  社会福祉増進のため各種団体へ補助金・交付金を交付する。
（１）地域福祉の増進を図る。（社会福祉法人北広島市社会福
祉協議会交付金）
（２）民生委員児童委員の資質の向上や活動強化を図る。（北
広島市民生委員児童委員連絡協議会交付金）
（３）犯罪者の更生援護、犯罪予防のための啓発などの実施。
（恵庭地区保護司会北広島分区交付金）
（４）援護施策の情報提供、研修、戦没者追悼慰霊祭開催。（北
広島市遺族会補助金）

現継
　社会福祉、更生保護の推進は重要で
あり、各団体の活動を支援するため継
続する。

現継
現状継続とする。
（補助要綱については、整備済
み）

現状継続 3

保健福祉諸計画推進事
業

41 福祉課 1,142 549 787

　保健福祉諸計画（北広島市地域福祉計画、北広島市高齢者
保健福祉計画・介護保険事業計画、北広島市障がい者福祉計
画・障がい福祉計画、北広島市次世代育成支援対策推進行動
計画、北広島市健康づくり計画）の策定及び進行管理（実施状
況の把握と評価）を行う。
　市民及び保健福祉医療関係者による委員会（保健福祉計画
検討委員会）を設置した。

現継
法律で制定を義務づけられた計画の策
定及び評価するもので現状継続とする。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

地域福祉計画策定事業 42 福祉課 1,314 0 0

　地域における生活課題や福祉ニーズが多様化していることか
ら、現在の地域における生活課題を把握し、必要な福祉サービ
スや課題の解決に向けた施策を推進するため、第３期地域福
祉計画を策定する。

現継

  近年、地域における生活課題や福祉
ニーズが多様化していることから、現在
の地域における生活課題を把握し、必
要な福祉サービスや課題の整理を行う
ため、平成26年度に次期計画の策定を
行うため本事業を継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　２　地域福祉活動の推進 9,275 9,648 9,643

福祉バス運行事業 80 福祉課 9,275 9,648 9,643

　高齢者の生きがいづくりや障がい者の社会参加、福祉団体の
育成を促進し、福祉の向上を図るため、福祉バスを運行する。
　車両は、車いす用リフトを備えた市所有の車両１台（運行は委
託）と、夏季のみバス２台の借上げにより確保する。

現継

　高齢者団体等のニーズが高く、高齢者
の生きがいづくり、障がい者の社会参加
や福祉団体の育成を促進し、福祉の向
上を図ることから継続していく。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　３　福祉環境の充実 25,133 170,821 456,690

福祉センター大規模改修
事業

72
こども発達支
援センター

0 0 9,015
　建築後28年以上経過しており、施設設備の老朽化への対応
と、心身障がい児者や高齢者の安全と利便性の向上を図るた
め、大規模改修を行う。

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

－ -

社会福祉施設整備支援
事業（債務負担行為）

92 福祉課 8,670 2,321 0
社会福祉施設の整備・促進を図るため、施設整備を行う社会福
祉法人に対し助成する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
債務負担行為事業

－ -

老人福祉施設整備支援
事業

124
高齢者支援

課
16,463 16,100 15,735

　老人福祉施設の整備・促進を図るため、施設整備を行う社会
福祉法人に対し助成する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
債務負担行為事業

－ -

公的介護施設等整備支
援事業

125
高齢者支援

課
0 152,400 431,940

　住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるように、介護保
険サービスの充実を図るため、公的介護施設整備に対し交付
金を交付する。

現継
　平成25年度に特別養護老人ホームの
建設に着手するため、本年9月までに事
業者を選考・決定する予定である。

現継
計画に基づく事業であり、現状継
続とする。

現状継続 2

　第３節　子育て支援の充実 1,868,259 1,831,033 1,782,845

　　１　子育て環境の充実 1,579,434 1,530,689 1,471,033

2 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

児童福祉施設入所措置
事業

46 児童家庭課 415 830 830

　①　経済的理由により入院助産を受けることができない妊産
婦に対し、指定助産施設での入院助産を援助する。
　②　支援の必要な配偶者のない女子とその者が監護すべき
児童を母子生活支援施設に入所させ保護するとともに、自立を
促進させる。

現継

　生活保護受給者及び経済的困窮者に
は援助が必要であることから、助産制度
を継続する。
　離婚や配偶者からの暴力などにより
生活が困難となった母子の保護と自立
支援のため、母子生活支援施設入所措
置事業を継続する。

現継
対象者は限られているが、法令
で義務付けされた命にかかわる
事業であり、現状継続とする。

現状継続 2

広域入所児童委託事業 47 児童家庭課 770 889 889

　保護者が勤務先などの理由により他市町村での保育所を利
用する必要がある場合、保育所所在市町村又は当該私立保育
園と協定及び覚書を締結し、他市町村の保育所で保育を実施
する。

現継
遠方へ通勤する保護者にとって不可欠
な制度である。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

認可外保育園運営費支
援事業
（育成型補助金3-2）

48 児童家庭課 9,427 7,307 7,307

　児童福祉法の規定による設置認可を受けていない認可外保
育園の施設の安定経営及び地域の要保育児童を良好な環境
で安全に保育し健全育成を図るため、認可外保育園の運営費
を補助する。

現継
西部地区唯一の保育施設として当該認
可外保育園の役割は重要であり、補助
は継続するべきである。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

保育園地域活動事業 50 児童家庭課 462 525 525
　保育所の持つ専門機能を地域に活用するため、老人福祉施
設への訪問や保育所入所児童と地域の児童との共同事業な
ど、需要に応じた幅広い活動を行う。

現継 　参加者の評価は非常に高い。 現継 現状継続とする。 現状継続 3

子育て支援短期利用事
業

52 児童家庭課 268 450 450

　保護者の諸事情によって児童の養育が困難になった場合や、
配偶者等の暴力によって母及び児童の緊急保護を必要とする
場合、児童養護施設で児童等を一定期間養育保護することと
し、その養育保護に係る費用の一部を助成する。（保護する施
設に委託料として支払う。）
　利用期間　ショートステイ事業～７日以内　緊急一時保護～2
日　トワイライトステイ事業～６ヶ月以内
　（トワイライトステイ事業については、平成２３年度より市内施
設での対応が可能となった。）

現継

　保護者の諸事情に対応した子育て支
援事業として、また、ＤＶ被害者に対す
るセーフティーネットとしても活用できる
ことから、今後も児童養護施設と十分協
議しながら継続実施する。

現継

緊急の保護を必要とする母子の
ために必要な事業であり、現状
継続とする。検討中である委託先
の複数確保については、早期に
実施されたい。

現状継続 2
23外：委託先である
養護施設を複数確
保の努力を

病児緊急預かり事業 53 児童家庭課 1,800 1,803 1,803

　共働き世帯やひとり親世帯の子育てを支援するため、会員登
録をした利用会員の児童が病気となったり、利用会員が急な出
張になった場合等に、同じく登録した協力会員が有償ボランティ
アとして協力会員の家または利用会員の家で児童を預かる相
互援助の事業

現継

今後も利用会員の増加が見込まれるた
め、事業の周知に努めるとともに、協力
会員の確保を進めて、支援体制の充実
を図る。

現継
時代の要求に合った事業で、委
託により効率的に行われており、
現状継続とする。

現状継続 2

ファミリーサポートセン
ター事業

54
子育て支援

センター
3,174 3,193 3,193

　急な残業なや子どもの病気など、保育園で対応できない突発
的で変動的な保育ニーズに対応するため、地域において育児
の援助を受けたい人と育児の援助を行える人による会員登録
制の相互援助組織により、会員の自宅などで、ファミリーサポー
トセンター事業を実施する。

現継 現状継続とする。 現継

市民協力のもとで進める事業で
あり、保育サービスの選択肢を増
やすことから、現状継続とする
が、協力会員の増加を図ること。

現状継続 3
23外：協力会員の拡
大を

私立認可保育園運営費
支弁事業

55 児童家庭課 426,492 411,978 411,978

　民間法人が保育の実施義務（児童福祉法第２４条）のある市
町村に代わって認可保育施設を運営するための児童福祉法の
基準に基づく支弁。　　（支弁額　基準額の1/2国・1/4道・1/4
市）

現継

　保育の実施義務のある市町村（児童
福祉法第２４条）に代わって民間法人が
認可保育園を運営するための法定支弁
であり、現状維持が妥当。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2

私立認可保育園運営費
支援事業
（誘導型交付金3-3）

56 児童家庭課 78,035 85,567 85,567
　私立認可保育園の安定経営を支援し児童の良好な保育環境
を確保するため、私立認可保育園に国の特別保育事業に対す
る補助及び市単独の補助をする。

現継

　地区における適切な保育園の配置
（保育の場の提供）、保育の質の確保等
に寄与しており、国の新システムが構築
されるまでは現状維持が妥当。

現継

現状継続とするが、今後、この事
業を継続していくことについての
妥当性や必要性について、検証
する必要がある。

現状継続 3

保育園一時預かり事業 57 児童家庭課 5,743 5,770 5,770
　保護者の急病、家族の看護、育児疲れなどによる一時的な保
育需要に対応し、地域の子育て支援の充実を図るため、保育園
において一時保育を実施する。

現継

ほぼ全休日・祝祭日の利用があり、利
用者のニーズに適合した事業である。
利用料についても他市町村と比較して
妥当な金額である。

現継
必要性の高い事業であり、現状
継続とする。

現状継続 2

保育園民営化・活性化事
業

60 児童家庭課 0 0 350
　運営法人検討委員会を組織し公立保育園の民営化の実施に
向け検討を行い、市立保育園１園を民営化する。

現継
現状継続とするが、国の動向を踏まえ
今後の方向性の整理を行う。

現継
国の動向を注視し、方向性が明
らかになった段階で、改めて検討
するものとする。

現状継続 3
行革No.73:市立保育
園の民営化（一部実
施）

3 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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児童手当支給事業 61 児童家庭課 1,037,550 952,219 938,899
　次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するため、支
給要件に該当する子どもを養育している親に児童手当を支給す
る。

現継
　法で定められた事業であり現状継続と
する。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2

地域子育て支援センター
運営事業

62
子育て支援

センター
12,938 13,322 13,322

　家庭の孤立化を防ぎ、子育てに関する不安感や負担感の軽
減を図るため、子育て中の保護者を支援し、親子の触れ合いの
場と親同士の情報交換の場として、地域子育て支援センター
「（愛称）あいあい」を運営する。
　子育て中の保護者同士の出会いとつながりを大切にし、地域
の子育て仲間と楽しく子育てに取り組めるように支援する。

現継 現状継続とする。 現継
現状継続とする。（子育て支援
ネットワーク事業を統合済み）

現状継続 2
23外：子育て支援
ネットワーク事業を
統合すべき。

シルバー子育てサポート
事業

66
子育て支援

センター
110 150 150

　子どもの遊び相手や保護者の相談に応じ、子育ての不安感を
緩和し、子どもの健やかな育ちを促進するため、60歳以上の市
民がボランティアとして子育て支援センターの事業を支援する。

現継 現状継続とする。 現継 現状継続とする。 現状継続 3

輪厚保育館改修事業 70 児童家庭課 0 7,236 0
　築３０年以上となっている輪厚保育館の内部改修を行い、保
育環境の改善や施設の延命を図る。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業

－ -

保育所緊急整備事業 160 児童家庭課 2,250 39,450 0
私立認可保育園の大規模改修に対する支援するを行うことによ
り保育環境の改善を図る。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了事業（繰越）

－ -

　　２　ひとり親家庭への支援 276,806 287,998 286,448

児童扶養手当支給事業 63 児童家庭課 261,342 271,438 271,438
　離婚等により父子・母子家庭となった世帯の生活の安定及び
児童の福祉向上を図るため、父又は母（養育者）に児童扶養手
当を支給する。

現継

離婚率が高止まりしていることや未婚出
生による母子家庭増加もあり、必要性・
重要性が増している経済支援制度であ
る。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2

ひとり親家庭支援事業 64 児童家庭課 12,944 13,976 12,426

ひとり親家庭の生活の安定のため次の支援を行う。
①一時的に生活援助又は子育て支援が必要なひとり親家庭に
対し、家庭生活支援員派遣による食事づくり等の支援を行う。
（ひとり親家庭日常生活支援実施要綱）
②母子家庭の母の就業を支援するため教育訓練給付金を支給
する。（母子自立支援教育訓練給付金実施要綱）
③母子家庭の母が看護師・保育士・作業療法士等の資格取得
のため、２年以上の養成課程で修業する場合に高等技能訓練
促進費等給付金を支給する。

現継

 高等技能訓練等の給付金は雇用の安
定に結びついており、家庭生活支援員
派遣も年による変動はあるが、一定の
ニーズがある。このため、各種相談や児
童扶養手当の申請、現況届通知の機会
を活用して制度の周知、ニーズの掘り起
こしに努め、ひとり親家庭への支援を継
続する。

現継
現状継続とするが、その効果に
ついては引き続き把握すること。

現状継続 2

母子自立支援相談事業 65 児童家庭課 2,520 2,584 2,584

　母子家庭等及び寡婦の福祉の増進を図るため、母子自立支
援員が母子家庭等と寡婦の住宅・家庭紛争・医療・子育て等の
生活や求職活動・就業、経済支援等の問題に関し、必要な相
談、指導、支援を行う。また、ＤＶ被害者に関する相談、支援を
行う。

現継

　母子家庭等の生活一般相談・就職相
談・母子福祉資金の貸付相談・DV相談
と多種多様な内容で多くの相談件数が
あり、関係機関との連携を強化しながら
継続して実施する。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

　　３　児童の健全育成 5,520 5,265 18,265

児童館整備事業 18 児童家庭課 0 0 13,000
　次代を担う児童が健やかに成長するための環境づくりとして、
各地域に健全育成の拠点となる児童館を設置する。

現継

　子どもたちが遊びや学習を通じて健や
かに成長できる場として、各地域で児童
館の整備が望まれており、未整備地域
に整備する必要がある。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

家庭児童相談室運営事
業

69 児童家庭課 5,520 5,265 5,265

　 適正な児童養育の確保、要保護児童等の福祉の向上のた
め、家庭児童相談員が児童の虐待、養育問題など家庭だけで
は解決できない問題等について専門的相談支援や指導などを
行う。

現継

児童虐待通報による４８時間以内の安
全確認や要保護児童とその家庭への支
援検討、養育問題などの相談におい
て、関係機関との連携や実務者の研修
を強化するとともに、児童虐待防止の広
報啓発活動を推進する。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

　　４　療育指導の充実 6,499 7,081 7,099

4 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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こども発達支援・デイ
サービス事業

73
こども発達支
援センター

6,499 7,081 7,099

　発達の遅れや偏り、障がいのある子どもに対し「気になる」段
階から、子どもに対しての直接支援、家族や地域を含めた間接
支援を行う。
　（１）児童発達支援・放課後等デイサービス　（心身に発達の遅
れや障がいを持つ子どもたちの通所支援）
　（２）こども発達支援事業　（発達相談・地域関係機関支援）

現継

今後の事業体系整備に向け、利用者や
地域のニーズや新制度の動向を把握
し、継続課題である「市民・関係機関へ
のPR」「学齢児支援」「発達障害の早期
発見・早期療育」の検討を進めていく。
また、施設設備については、学校跡地
利用を含め大規模改修等について検討
を進める。

現継
子どもに対し早期の支援が求め
られていることから、現状継続と
する。

現状継続 2

　第４節　障害福祉の充実 1,237,472 1,349,605 1,525,215

　　１　地域生活支援の充実 1,187,648 1,295,244 1,466,702

障がい者自動車運転免
許取得・改造事業

74 福祉課 100 400 400
　障がい者の社会参加の促進、就労支援を図るため、自動車運
転免許の取得や自動車の改造に要する経費への助成を行う。

現継

  免許取得及び自動車改造費の助成
は、障がい者の社会参加を促進し、自
立した地域生活を支援するものであるこ
とから、継続してサービスを提供する。

現継
障がい者にとって重要度の高い
事業であり、現状継続とする。

現状継続 2

障がい者地域活動支援
センター事業
（育成型補助金3-2）

75 福祉課 33,127 33,072 33,072
　障がい者の社会参加や自立の促進を図るため、障がい者地
域活動支援センターとして創作活動、生産活動及び日中活動を
行う法人に対し、運営にかかる経費を支援する。

現継

　一般就労や福祉的就労に至らない障
がい者の日中活動等に重要な事業であ
ることから現状継続とするが、今後も各
センターの事業内容により市の補助基
準との整合性を図り補助金を交付する。

現継

「地域生活支援事業」の必須事
業であり現状継続とするが、必要
数、内容については引き続き検
討すること。

現状継続 2

移送サービス事業 78 福祉課 7,945 7,920 7,920
  一般の交通機関を利用することが困難な在宅の重度身体障
がい児・者及び高齢者に対し、医療機関への通院、入退院及び
装具等の判定機関への送迎を行う。

現継

　一般の公共交通機関を利用すること
が困難な障がい児・者等に対するサー
ビスであり、継続してサービスを提供す
る。

現継
事業の必要性は高く、現状継続
とする。

現状継続 2

障がい者介護・訓練等給
付事業

82 福祉課 982,275 1,071,818 1,241,904

　障がい児・者等の地域生活と社会参加を促進するため、ヘル
パーによる介護、施設や事業所での就労・作業・創作活動、就
業訓練、リハビリ、児童の療育、施設への入所・短期間の入所、
共同生活住居などのサービスを提供し、自立した生活を支援す
る。

現継
　障害者自立支援法に基づく法定事業
であり、継続してサービスを提供する。

現継
障がい者の自立に最低限必要な
サービスであり、現状継続とす
る。

現状継続 2

障がい者補装具支給事
業

84 福祉課 22,608 23,134 23,134
　日常生活の負担を軽減し安定と利便を図るため、身体障がい
児・者に補装具を給付または修理を行う。

現継

　補装具の給付は、障害者自立支援法
に基づく地域生活を支える法律で義務
付けられた事業であり、継続してサービ
スを提供する。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2

障がい者更生医療給付
事業

85 福祉課 34,770 36,894 39,870
　身体障がい者が、自立した日常生活または社会生活を営むこ
とができるよう、その障がいの除去、軽減を図るために必要な
医療に要する費用を助成する。（更生医療）

現継

人工透析や機能障がいを軽減するため
の医療費を助成する、法律で義務付け
られた事業であり、サービスを継続して
いく。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2

障がい者地域生活支援
給付事業

86 福祉課 52,878 58,007 62,647

　障がい児・者の地域生活及び社会参加を促進するため、ヘル
パーが付き添い外出を支援する移動支援、施設において一時
預かりや入浴を行う日中一時支援、低額な料金で居住の場を
提供する福祉ホーム事業を実施する。

現継
　障がい者の自立した地域生活を支援
する事業であり、継続してサービスを提
供する。

現継
障がい者の自立に必要な事業で
あり、現状継続とする。

現状継続 2

障がい者相談支援事業 87 福祉課 30,867 33,281 33,281

　障がい児・者が自立した生活を営むことができるよう、障がい
児・者、保護者又は介護者の相談支援を行う。生活支援、就労
支援、権利擁護（成年後見制度利用や障がい者虐待）に関する
相談業務等を行う。
　また、北広島市障がい者自立支援協議会において、相談支援
事業の運営に関する協議や関係機関によるネットワークの構築
等に関する協議を行う。

現継

障がい者数は年々増加する見込みであ
り、求められる支援も多様化しているこ
とから、相談支援事業の役割はますま
す重要である。関係機関による連携体
制の構築や障がい者雇用の拡大等に
向けて、障がい者自立支援協議会等を
活用しながら協議していく。

現継
他機関との連携を深め、相談業
務の役割・範囲などについて、検
討していく必要がある。

現状継続 2

障がい者日常生活用具
給付等事業

88 福祉課 15,354 16,531 17,417
　日常生活の円滑化と利便性を向上し、家族の負担を軽減する
ため、重度障がい児・者等に日常生活用具を給付する。また、
自助具を給付する。

現継

　障害者自立支援法に基づく地域生活
支援事業の必須事業であり、障がい児・
者の在宅生活を支援するものであること
から、継続して事業を実施する。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2

5 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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番号

担当課名

１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

障がい者コミュニケーショ
ン支援事業

89 福祉課 4,680 5,340 5,340

　聴覚、言語機能、音声機能、視覚の障がい者が、日常生活を
円滑に行えるように手話通訳者や要約筆記者の派遣、点字や
声の広報の発行等を行う。また手話通訳者等の養成講座を実
施する。

現継

　コミュニケーションを図ることが困難な
方を支援するものであり、障害者自立支
援法に基づく地域生活支援事業の必須
事業であることから継続してサービスを
提供する。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2

障がい者福祉計画・障が
い福祉計画策定事業

105 福祉課 2,873 0 0
　社会環境の変化や新しい福祉ニーズに対応した障がい者の
ための施策を明確にし、具体的な体制づくりやサービスなどを
確保するための方策等を定める計画を策定する。

現継 現状継続とする。 現継 現状継続とする。 現状継続 3

障がい者医療的ケア支
援事業

106 福祉課 171 1,717 1,717

　日常的にたん吸引や胃ろう管理などの医療的ケアを必要とす
る在宅の重症心身障がい児・者について、地域活動支援セン
ターや日中活動を行う場所へ看護師を派遣し、医療的ケアを行
い、重症心身障がい児・者の社会参加を保障するとともに、家
族の負担軽減を図る。

現継
重症心身障がい児・者の社会参加促進
や、保護者の負担軽減に有効な事業で
あり、今後も継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

障がい福祉電算システ
ム更新・改修事業

108 福祉課 0 7,130 0

　平成25年度までに実施される障がい者制度改革に対応した
各種サービスを提供するため、機器やソフトウェアの保守・サ
ポート期限が切れる現システムを更新し、新たな障がい者福祉
電算システムを構築する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業

－ -

　　２　社会参加の促進 49,824 54,361 58,513

障がい者等交通費助成
事業
（奨励型補助金3-1）

79 福祉課 13,241 14,543 14,543
　重度障がい児・者の外出支援と負担軽減を図るため、タク
シー利用費用または自動車燃料費用の一部を助成する。

現継
  外出の負担軽減を図ることにより、障
がい児・者の社会参加につながる事業
であり、継続して実施する。

現継
現状継続とするが、対象者と助
成額については引き続き検討す
ること。

現状継続 2

行革No.106:福祉タク
シー助成事業の見
直し（実施済）
22外：対象者の増加
に伴い財政負担が
過重な場合、対象者
及び支給額等につい
て見直しも必要

障がい者雇用創出事業 83 職員課 4,790 7,157 9,017

　「障害者の雇用の促進等に関する法律」の趣旨に基づき、障
がいのある方が自立して健やかに暮らせるように支援するた
め、行政が率先して雇用を創出していくことによる社会への寄
与と、「物理的なバリアフリー」から更に一歩進んだ、障がい者と
健常者の相互理解による「こころのバリアフリー」の実現を目指
すものである。

現継

　当市非常勤職員任期満了後、一般企
業等への就職につながるよう関係部署
との連携を進めるとともに、日常の業務
内容を精査し、個々のスキルアップを
図っていく必要がある。

現継

任期満了となった非常勤職員
が、将来の就労につながるよう、
引き続き事業内容について検討
すること。

現状継続 3

精神障がい者社会復帰
訓練通所交通費助成事
業

91 福祉課 2,444 2,149 2,362

　精神に障がい者がある方の日中活動を支援し、社会復帰及
び社会参加を促進するため、社会復帰施設等に通所する際の
公共交通機関の交通費を支援する。（身体障がい者及び知的
障がい者には公共交通機関の割引制度がある）

現継

　本助成事業は、他の障がい種別との
公平性を図っているものであり、制度が
確立するまでは継続して事業を実施す
る。

現継
他の障害種別との公平性が図ら
れるまでは継続実施とする。

現状継続 2

特別障害者手当等支給
事業

93 福祉課 25,931 27,086 29,165
  　重度障がい児・者等の生活の安定を図り、各種福祉サービ
スの利用を促進するため、手当を支給する。

現継

各種手当の支給は、障がい児・者の障
がい福祉サービスの利用促進等安定し
た在宅生活を支援するものであり、継続
して手当の支給を行う。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2

心身障がい児･者通所施
設運営支援事業
（育成型補助金3-1）

94 福祉課 2,692 2,692 2,692

  障がい児・者の安全と介護者の負担軽減を図るため、通所す
る知的障がい児・者の送迎費用の一部を助成する。また、閉じ
こもり予防と家族の負担軽減を図るため、夏休み、冬休みの長
期休暇時に障がい児・者の日中活動の場を確保する。

現継

　保護者等の負担軽減等を含め、通所
障がい児・者の安全確保や長期休暇時
の日中活動の場を確保するものであり、
継続して事業を実施する。また、施設開
放事業については、実施法人の地域貢
献の目的から永年実施されているもの
であり、ボランティアを活用するなど、市
民との協働で実施されている。

見直
し

送迎事業については、平成24年
度報酬改定により通所施設への
送迎加算が創設されたことから、
廃止にむけ早急に制度の見直し
を図ること。

一部廃止 4

6 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）



23年度 24年度 25年度 事 業 概 要

決算額
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２ 次 評 価 の 案

備　　　考事務事業名
計画
事業
番号

担当課名

１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

障がい者団体活動支援
事業
（育成型補助金3-2）

95 福祉課 726 734 734
　障がい児・者の団体活動を活性化し社会参加と自立の促進を
図るため、障がい者団体の活動を支援する。

現継

　２次評価のとおり、決算内容について
精査し補助金等交付基準に基づいた補
助としている。ただし、事業費補助への
切り替えについては、各団体が継続的
な活動をしており、一定の補助財源がな
いと、事業計画自体の策定ができないも
のと考える。

見直
し

補助金の妥当性、必要性につい
て、検証すること。

見直し 4

　第５節　高齢者福祉・介護の充実 156,510 171,600 181,141

　　１　生きがいと社会参加の促進 18,317 21,896 27,796

高齢者保健福祉計画・介
護保険事業計画策定事
業
(介護会計

97
高齢者支援

課
1,906 0 3,741

　高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画は、「住み慣れた地
域でのニーズに応じた切れ目ないサービスの提供」・「地域支え
合い体制づくり」・「高齢者の社会参加の促進」を基本目標に介
護保険事業の適切かつ円滑な運営と高齢者に関する各種保健
施策を推進するもの。
　また、この計画は、平成２４年度を初年度とし、平成２６年度を
目標年度とする計画としている。

現継
　平成24年度においては、現計画の事
業の進捗状況を確認し、課題の解消を
図りながら、着実な計画の遂行を図る。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 3

長寿祝福事業 98
高齢者支援

課
400 950 1,050

　長寿を祝福するとともに、社会に貢献した労をねぎらうため、
祝金を贈呈する。

現継
長寿を祝福し、社会貢献をねぎらうお祝
い金の贈呈は意義深いことから、現状
継続とする。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

ミニデイサービス支援事
業
（奨励型補助金3-1）

99
高齢者支援

課
3,631 4,964 5,220

　高齢者を対象とした地域福祉活動を推進するため、ミニデイ
サービスを実施する団体に会場費やボランティア保険費用など
を助成する。

現継

高齢者を対象とした健康の保持や閉じ
こもり防止につながる取り組みを行うボ
ランティア団体を支援し、生きがいと社
会参加の促進を図る。今後も登録団体
や利用者の拡大を図るため制度の普及
と周知に努める。

現継
市民ボランティアによる継続した
活動は、効果的と考えられ現状
継続とする。

現状継続 2

ふれあい温泉事業 101
高齢者支援

課
8,666 12,147 13,950

　65歳以上の高齢者に対し、社会参加の促進及び交流機会の
提供を図り、温泉の効用による健康増進や介護予防のため温
泉施設の入浴助成を行う。また、老人クラブなどの団体に対し、
健康にかかる講話や健康相談を実施する。

現継

利用施設の拡大、利用回数の増加によ
り利用者が増える一方で、利用者負担
を見直したことにより経費が削減された
ことから、高齢者の健康づくりの一環と
して、現状継続とする。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

高齢者サービスガイド作
成事業

112
高齢者支援

課
377 498 498

　高齢者が地域で安心して暮らせるよう適切な介護などのサー
ビスの利用、各種福祉制度・相談窓口、社会参加への促進など
を紹介したガイドブックを作成し、高齢者に配布する。

現継
高齢者への情報提供は必要であり、継
続して実施する。また、有料広告掲載の
募集を検討する。

見直
し

広告など財源確保について、実
行に向け検討すること。

見直し 4

老人クラブ活動支援事業 117
高齢者支援

課
3,337 3,337 3,337

　高齢者の知識及び経験を生かした生きがいと健康づくりの活
動を支援するため、老人クラブ連合会の  活動事業費、各地区
の老人クラブ（単位老人クラブ）の事業費を補助する。
　また、新設の老人クラブに対し、備品を貸与する。

現継

老人クラブ連合会の活動は、高齢者の
生きがいと社会参加の促進などに貢献
しており、単位老人クラブへの助成は地
域の老人クラブ活動の活発化に寄与し
ていることから、現状継続とする。

現継

現状継続とするが、繰越金の取
り扱いなど監査の指摘を十分に
踏まえ執行すること。また組織の
加入率を高めるなど、事業効果
を増進させること。

現状継続 3

　　２　介護予防と自立の支援 31,101 34,298 34,409

介護予防推進事業
（介護会計）

114
高齢者支援

課
16,910 17,303 17,303

　要介護状態の防止のため、高齢者支援センター等による出前
講座、訪問活動などにより、介護予防対象者を把握するととも
に、高齢者の健康維持・増進を図るため、生活習慣病予防等の
講演会、転倒予防のための健康運動教室、認知症予防のため
の脳の健康教室などを開催する。
　また、50歳以上の男性を対象に、調理実習など家事全般の講
話や実技などを行うことにより、自立した生活が送れるよう生活
講座を実施する。

現継

自立した生活を送るために、介護状態と
なることを予防すること。または進行を
遅らせるための啓発活動や効果的な介
護予防事業は必要である。徐々に参加
者が増加しているが、広く介護予防の必
要性が根づくような普及活動に努める。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

7 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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備　　　考事務事業名
計画
事業
番号

担当課名

１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

二次介護予防事業
（介護会計）

121
高齢者支援

課
14,094 16,545 16,656

　介護が必要な状態になるおそれの高い高齢者を対象に、生活
機能の維持・向上・改善につなげる各種事業を実施する。また、
孤立感の解消や、自立生活の支援を図るため、生きがいデイ
サービスを実施する。

現継

平成23年度に訪問型介護予防事業を
縮小し、通所型介護予防事業を中心と
した体制に変更した。高齢社会が進展
する中、介護が必要な状態にならないこ
とまたは少しでも遅らせる必要性は高い
ため、利用しやすい効果的な実施方法
を検討しながら、介護予防の推進を図
る。

現継

効果・効率の面から事業の改善
は行われており、現状継続とす
る。さらなる事業の精査を行うこ
と。

現状継続 3

介護予防住宅改修事業
（介護会計）

138
高齢者支援

課
97 450 450

　自立しているものの生活機能の低下があり、転倒の危険が心
配される二次予防対象者と認定された高齢者等が、手すりや段
差解消などの住宅改修を行う際の費用を助成する。

現継
二次予防対象者が、自立した在宅生活
を送るために有効な住宅改修を支援す
るため現状継続とする。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

　　３　介護サービスの充実 11,774 10,932 12,540

介護従事者フォローアッ
プ研修事業（介護会計）

137
高齢者支援

課
250 250 250

　市内の介護事業所の機能充実や介護サービスの充実を図る
ため、従事者の相互連携、情報交換、資質の向上のための研
修会を実施する。

見直
し

　民間と行政が一体となって、介護保険
の円滑な運営推進のための体制づくり
を検討していく必要があるが、研修のあ
り方について検討する。

見直
し

小規模事業所の資質向上に有効
であるが、研修会の講師謝礼は
事業者が負担すべきという観点
で見直しを図られたい。

見直し 4
23外：事業者が負担
すべき（講師謝礼）

住宅改修介護サービス
事業（介護会計）

139
高齢者支援

課
198 300 300

　住宅改修を円滑に推進するため、介護支援専門員（ケアマネ
ジャー）業務のうち介護報酬対象外である住宅改修申請書に添
付する理由書作成業務に対し、手数料を支援する。

現継

　在宅生活を継続するうえで重要なサー
ビスの１つである住宅改修を円滑に進
めるため、各事業者の果たす役割が重
要であることから、継続して実施する。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

家族介護支援事業
（介護会計）

140
高齢者支援

課
11,191 9,918 11,526

　介護する家族の労をねぎらうための介護慰労金の支給、高齢
者等が健全で安らかな生活を営むことができるよう紙おむつの
費用の一部助成、一時帰宅中に利用する居宅サービスに係る
費用の一部を助成し、家族の負担軽減を図るとともに在宅生活
の向上や支援を図る。また、高齢者を介護している家族のた
め、介護知識の普及を行う。

現継

介護する家族の介護負担を軽減すると
ともに高齢者の在宅生活の向上を図る
ために必要な事業であることから、「現
状継続」とする。

現継
事業としては現状維持とするが、
家族介護慰労事業については廃
止すべきである。

現状継続
（一部廃

止）
3

23外：介護保険を利
用しない家族介護を
行う低所得者に対す
る助成であり、昨年
実績は１件のみであ
ることから、制度の
必要性については疑
問

介護サービス利用者負
担額軽減事業

144
高齢者支援

課
135 464 464

　65歳到達によって障害者自立支援法の対象から介護保険法
の対象へ移行することとなり、移行前まで自己負担なしで利用
できたサービスが移行後は自己負担（1割）が生じることになる
ため、制度間の矛盾を解消することを目的として、助成してい
る。
　生活困難者に対し利用者負担額を軽減することにより、介護
サービスの利用促進が図られることを目的として、社会福祉法
人に助成している。

現継
　障害者及び生活困難者が必要なサー
ビスの提供を受けることができるよう、
事業を継続していく。

現継
低所得者の介護サービスを確保
するために必要な事業であり、現
状継続とする。

現状継続 2

　　４　地域支援体制の推進 95,318 104,474 106,396

高齢者支援サービス事
業
（奨励型補助金3-1）

118
高齢者支援

課
26,533 31,635 33,506

　高齢者等が在宅で安心して日常生活を送ることを支援するた
め、介護保険サービス以外の事業を実施する。

現継
高齢者等が在宅で安心して生活を送る
ための福祉サービスの提供をすること
は継続して必要である。

現継
現状継続とするが、受益者負担
割合について検討すること。

現状継続 3
23外：受益者負担割
合は検討の余地あり

地域包括ケア推進事業
（介護会計）

127
高齢者支援

課
4 123 123

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる地域づ
くりのため、４地区の高齢者支援センターが地域ケア会議を開
催する。また、各地区の地域ケア会議構成員の知識向上、情報
交換、啓発活動のため市にて全体会を開催する。

現継

介護保険制度の改正により、より一層
の地域包括ケアシステムの実現が求め
られており、地域たすけあい会議は地
域包括ケアシステム構築を目的に実施
することから、「現状継続」とする。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

高齢者総合相談支援事
業
（介護会計）

128
高齢者支援

課
10,800 10,145 10,196

　高齢者やその家族が安定した生活を送ることができるように、
健康や生活、福祉、介護に関する相談を行う。

現継

今後も高齢者データバンクを活用して高
齢者支援センターと情報共有を図りなが
ら、高齢者の多様な相談に継続的、包
括的に対応する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

8 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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地域包括支援センター運
営事業

130
高齢者支援

課
50,879 51,719 51,719

　高齢者の心身の健康保持及び生活の安定のため、保健医療
福祉制度や介護保険サービス・地域の社会資源等の活用・調
整を行い、高齢者の在宅生活を支援する。

現継

地域包括支援センターはほとんどの市
町村で設置され運営されている。高齢
社会に対応できるよう、高齢者支援セン
ターの設置数や職員数、担当地区割に
ついては担当人口数や業務バランス、
高齢者の生活圏等を勘案して適切に配
置しているか、介護保険事業計画の中
で検討していく。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2

高齢者虐待防止ネット
ワーク事業
（介護会計）

131
高齢者支援

課
55 129 129

　高齢者及び養護者の権利が擁護され、住み慣れた地域で尊
厳ある暮らしを維持できるよう、高齢者虐待の防止と早期発見・
早期対応を図る。

現継
高齢者虐待の防止は市町村の責務で
あり、早期発見・早期対応、養護者支援
の視点から現状継続とする。

現継
現状継続とするが、虐待防止や
事業のさらなる周知活動を進め
ること。

現状継続 2
23外：高齢者虐待や
事業のさらなる周知
活動が必要

地域支え合い体制づくり
事業

132
高齢者支援

課
6,015 9,572 9,572

　地域包括ケアを推進するため、認知症地域支援推進員を配
置、さらに認知症高齢者と家族を支援するための認知症支え合
い員を育成し、家庭への派遣、相談体制の充実、関係機関との
支援ネットワークの構築により認知症の高齢者及びその家族を
総合的に支援する。

現継

高齢社会の進展により、高齢者が住み
慣れた地域で安心した在宅生活を送る
ために、地域包括ケアの推進は必要で
あり、継続して実施する。

現継
現状継続とするが、事業の周知
を図ること。

現状継続 2
23外：広く広報周知
する必要あり

成年後見制度利用支援
事業
（介護会計）

141
高齢者支援

課
142 907 907

 判断能力が不十分な高齢者や障がい者が不利益を被ったり、
悪徳商法の被害者となることを防ぎ、財産管理や日常生活にお
ける契約を行うときなどの権利を擁護し、安心して生活できるよ
う支援する。

現継
 認知症高齢者や独居高齢者の増加に
伴い、より一層権利擁護の視点から必
要な事業であり、「現状継続」とする。

現継
現状継続とするが、事業の周知
を図ること。

現状継続 2
23外：広く広報周知
する必要あり

認知症支え合い事業
（介護会計）

149
高齢者支援

課
890 244 244

　認知症の方が住み慣れた地域で安心した在宅生活を送るた
め、徘徊時に対応するGPS通信端末の費用助成や関係機関の
協力のもとでのSOSネットワーク体制づくりを進める。また、地域
での認知症理解を深めるため、団体等に対して認知症サポー
ター講座を開催する。

現継

高齢社会の進展により、認知症高齢者
の増加が見込まれており、認知症の方
が住み慣れた地域で安心して生活する
ために必要なサービスであり、継続して
実施する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　第６節　社会保障制度の充実 1,294,368 1,414,889 1,410,627

　　１　低所得者援護の充実 1,004,849 1,097,874 1,095,525

住宅手当緊急特別措置
事業

133 福祉課 640 3,256 907

　国の緊急経済対策の一環として、離職者の生活の安定と求職
活動支援の拡充・強化のため、対象者に生活保護の住宅扶助
基準額と同額を６か月間給付する。国の要請により全自治体が
実施する事業である。

終了

　国の緊急経済対策の一環として、離職
者の生活の安定と求職活動支援の拡
充・強化のため実施していたが、支給決
定は平成２４年度で終了となる。ただし
年度継続分として平成２５年度まで手当
を支給。

終了
終了とするが、25年度継続分の
み予算措置する。

継続分の
み措置

4

生活保護費支給事業 142 福祉課 1,004,209 1,094,618 1,094,618
　最低生活を保障するとともに、自立を助長するため、困窮の程
度に応じ必要な支援を行う。

現継 　国の法定受託事務として継続する。 現継 現状継続とする。 現状継続 2

　　２　医療援護の推進 289,519 317,015 315,102

重度心身障がい者医療
費助成事業
（奨励型補助金3-1）

145 国保医療課 144,885 149,322 149,322
　心身に重度の障がいを持つ方に対して、保健の向上及び福
祉の増進、経済的負担の軽減を図るため、医療費の一部を助
成する。

現継
　医療費の助成により、重度心身障が
い者の保健の向上に資し、福祉の増進
が図られることから現状継続とする。

現継
対象者は限定されているが、助
成方法も効果的であり、現状継
続とする。

現状継続 2

ひとり親家庭等医療費助
成事業

146 国保医療課 25,276 26,336 26,336
　ひとり親家庭等の健康の増進や経済的負担の軽減を図るた
め、医療費の一部を助成する。

現継
 医療費の助成により、ひとり親家庭等
の保健の向上に資し、福祉の増進がは
かられることから現状継続とする。

現継
対象者は限定されているが、助
成方法も効果的であり、現状継
続とする。

現状継続 2

子ども医療費助成事業 147 国保医療課 118,640 140,774 138,474
　乳幼児等の疾病の早期受診、早期治療を促進し、保健の向
上及び福祉の増進、経済的負担の軽減を図るため、医療費の
一部を助成する。

現継
医療費の助成により、子どもの保健の
向上に資し、福祉の増進を図ることから
現状継続とする。

現継
対象者は限定されているが、助
成方法も効果的であり、現状継
続とする。

現状継続 2

重度心身障がい者等通
院交通費助成事業
（奨励型補助金3-1）

148 国保医療課 718 583 970
　経済的負担を軽減し、福祉の増進を図るため、通院等に要す
る費用の一部を助成する。

現継

　重度・ひとり親医療費受給者の慢性疾
患等による通院費用等の経済的負担を
軽減し福祉の増進を図るため、事業を
継続するが、対象や助成額については
改正をする。

現継
現状継続とする。（24年度に制度
改正）

現状継続 3

第２章　人と文化を育むまち 709,674 1,522,721 704,120

9 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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　第１節　「生きる力」を育む学校教育の推進 239,507 306,130 252,719

　　１　幼児教育の振興・充実 87,653 89,184 90,186

幼稚園就園奨励費事業
（奨励型補助金3-1）

200 児童家庭課 80,440 81,035 81,972
　私立幼稚園に通園する市内在住園児の保護者に入園料、保
育料等の減免措置を行う幼稚園の設置者に対し減免措置分を
支援する。

現継
就園者に対する対象者率も高く、保護
者負担の軽減に寄与しており、現状を
維持すべきである。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

幼稚園就園準備支援事
業
（奨励型補助金3-1）

201 児童家庭課 935 1,103 1,168
　幼稚園の実施する満2歳児を対象とした子育て支援事業の参
加に対する、保護者負担を支援する。

現継
対象者は限定的であるが、保護者負担
の軽減に寄与しており、現状継続とす
る。

現継
現状継続とするが、事業効果に
ついて検証する必要がある。

現状継続 3

幼稚園協会連携事業
（育成型補助金3-2）

202 教育総務課 160 160 160
　市内私立幼稚園8園の連携、協力体制を強化し、幼児教育の
振興を図るため、幼稚園協会を支援する。

現継

　市内私立幼稚園の連携により、幼児
教育の資質向上が図られ、また、小学
校への入学をスムーズにさせることが
見込まれることから、今後も継続する。

現継
現状継続とするが、育成型の補
助金であることに鑑み、終期設定
を検討されたい。

現状継続 3

幼稚園振興事業 203 教育総務課 6,118 6,886 6,886
　幼児教育の振興と保護者の負担軽減を図るため、幼稚園教
員に対する研修、幼児教育における教材教具、障がい児教育
における教材教具並びに人件費等の経費を助成する。

現継
幼稚園教育の振興と保護者の負担軽減
を図るため、継続していくことが必要で
ある。

現継
現状継続とするが、事業内容に
ついては、今一度、精査された
い。

現状継続 3

　　２　豊かな心を育む教育の充実 28,320 24,199 35,060

心の教室相談事業 250 青少年課 6,641 6,020 6,020
　児童生徒の問題行動の抑制やいじめの未然防止と早期発見
を図るため、市立小中学校に相談員を配置して、児童生徒の悩
みや不安、ストレス等の解消を図る。

現継

児童生徒の悩みや不安、ストレス等の
解消を図るとともに、いじめや不登校の
未然防止と早期把握に努めるため、心
の教室相談員の配置を継続する。

現継
教職員との連携を図るなどして現
状継続とする。

現状継続 3

創意発明工夫展・書写展
事業

252 青少年課 186 187 187
　科学技術への興味関心を高め児童生徒の創意・創造性の育
成と、日本伝統の毛筆・硬筆を通じて児童生徒の個性の伸長と
豊かな情操を養う。

現継
　児童生徒の情操を養い、創造性を育
成するための事業であることから継続す
る。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

学校教育振興事業
（誘導型交付金3-3）

301 教育総務課 8,222 7,534 7,534

　児童生徒の「生きる力」を育み、自ら課題を見つけ、主体的、
創造的に取り組む資質を養う総合学習や、学校の創意工夫を
活かした特色ある学校づくり、職業体験を通して社会人としての
自立意識を育てるインターンシップ事業を推進する。

現継

　児童生徒の学習意欲の向上を図るた
めには必要な事業であり、各学校では
創意工夫をした事業が展開され、特色
ある教育活動や地域との連携強化にも
つながっていることから今後も継続して
いく。他の事業との関連を図りながらよ
り効果的に活用するため検討していく必
要がある。

現継

各校独自の取組には有効と思わ
れるので現状継続とするが、より
効果的効率的な活用となるよう
検討するとともに、他の事業の内
容に一部類似している部分があ
るため、簡素化・合理化を視野に
検証すること。なお、学校支援体
制の全体像が明らかになるよう、
関連事業（学校支援地域本部事
業、授業補助員活用事業、学校
支援ボランティア活用事業）の整
理を行う必要がある。

現状継続 3

心の教育推進事業 302 学校教育課 20 60 5,921

　子どもたちに基本的な生活習慣や規範意識を身に付けさせる
とともに、自尊感情や他人への思いやり、生命を尊重する心、
公共の精神など、道徳の時間などを中心に豊かな心を養う教育
の充実に取り組む。

現継

　心の教育は、人づくりの根幹をなすも
のであり、児童生徒の豊かな心を育む
ため、家庭、地域と連携した道徳教育の
充実を今後も進めていく。

現継
現状継続とするが、配布基準に
ついて検討すること。

現状継続 3

学校図書整備事業 303 学校教育課 13,251 10,398 15,398

　児童生徒の読書活動や自発的・主体的学習の拠点となるよう
に学校図書館を整備し、学校における児童生徒の読書活動の
推進を図る。また学校図書館管理を電算データベースで管理で
きるようになり学校図書センターを拠点として、学校図書の充実
を図る。

拡大

　蔵書充足率の目標達成、蔵書の質の
向上を目指し、蔵書充足率が著しく低い
学校については、図書購入費を重点的
に増額し、早期に市内全学校の図書標
準蔵書充足率を満たすべきである。

見直
し

新刊本の購入、蔵書の質の向上
など引き続き充実を図るべきだ
が、小学校の蔵書数が目標を上
回っており、今一度、緊急度と充
足率のばらつきを考慮しながら、
図書の管理システムを活用した
学校間の貸借りなど、事業手法
を見直し、計画の再検討をすべき
である。

見直し 4

22外：蔵書充足率の
低い学校に重点配
分を。図書司書配置
や読書機会創出など
有効活用の工夫で
学校間格差解消を

　　３　確かな学力を育てる教育の充実 9,661 10,216 10,216

10 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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授業補助員活用事業 205 学校教育課 2,236 2,142 2,142
　授業への関心度・理解度を高め、よりわかる授業の展開、学
力向上を図るため、授業補助員を配置する。

拡大

　よりわかる授業展開を図るために、複
数体制での授業を行うことは効果的で
あり、各学校から授業補助員の配置時
間増の要望があることから、各学校へ
の配置時数の拡大を図る。

現継

現状継続とするが、授業補助員
の配置の根拠について整理する
とともに、簡素化・合理化を視野
に検証すること。なお、学校支援
体制の全体像が明らかになるよ
う、関連事業（学校支援地域本部
事業、学校教育振興事業、学校
支援ボランティア活用事業）の整
理を行う必要がある。

現状継続 3

22外：一部活用され
ていない学校あり。
ボランテｲアの性格
が強く「学校支援ボ
ランテｲア活用事
業」、「小・中学校教
育振興補助事業」の
統合も視野に新たな
制度設計を検討

学校教育相談員活用事
業

304 学校教育課 2,435 2,448 2,448

　教育委員会事務局に学校教育相談員を配置し、小中学校に
おける教育課程や各学校における課題に対する指導助言、そ
の他専門的な指導をすることにより、適切かつ円滑な学校運営
を図る。

現継

　各学校における課題、教職員の資質
向上の研修の充実を図る上で、今後も
各学校への指導、助言、相談など指導
主事的な職として、配置は必要である。

見直
し

石狩教育局にも類似の職があ
り、この職の設置を継続していく
ことについての妥当性や必要性
について、検証する必要がある。

見直し 4

学力向上推進事業 306 学校教育課 4,990 5,626 5,626

　市全体の学習状況を捉え、児童生徒の学習の課題を明らか
にするため標準学力テストなどを実施する。結果を基に、子ども
の学習意欲を高める指導内容や個に応じた指導方法の工夫・
改善を行い、学力の向上を図る。

現継
　本市の学力向上の取組を進めるた
め、児童生徒の学力状況を把握するこ
とは必要であり、継続して実施する。

現継 現状継続とする 現状継続 3

　　４　健やかな体を育てる教育の充実 32,480 80,845 7,725

食中毒等予防対策事業 207 給食センター 1,754 2,496 2,496
　安心・安全な給食を提供するため、衛生管理面で懸念される
老朽化した設備機器類を整備・更新し、徹底した食中毒予防対
策を実施する。

現継
　給食の安全衛生管理を良好に維持す
るためには、老朽化した施設設備機器
類を計画的に更新していく必要がある。

現継
現状継続とする。衛生管理上、必
要なものを見定めること。

現状継続 2

食に関する指導の推進
事業

208 給食センター 56 60 60
児童・生徒に自分で健康を考える力を育み、将来にわたって健
康な生活が送れるように食の指導の充実を図る。
また、家庭・地域と連携を図った取組の充実を図る。

現継

　児童・生徒が生涯にわたって健康を維
持していくためには、学校給食を通して
自分で自分の健康を考える力を育てる
ことにあり、食に関する指導の充実が大
切である。
　食に関する指導を効果的に進めていく
ためには、「食の課題と指導の手引き」
に基づき食指導を継続的にしていく必要
がある。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

中学校体育連盟支援事
業
（誘導型交付金3-3）

223 教育総務課 3,382 3,169 3,169
　中学校体育連盟が実施する市内、管内大会を通じて中学生
の体位、体力の向上、スポーツに対する意識の向上と心身の健
全な育成を図る。

現継
　生徒の体力の向上とスポーツの振興
のため継続する。

現継
生徒の体力の向上とスポーツの
振興のため現状継続とする。

現状継続 3

全国全道中体連・中学校
文化部活動大会出場支
援事業
（奨励型補助金3-1）

225 教育総務課 1,458 2,000 2,000

　市立中学校の生徒が、日本中学校体育連盟、北海道中学校
体育連盟が主催する大会に出場する場合や予選大会等を経て
全道規模以上の文化部活動大会等に参加する場合、その派遣
に要する費用の一部を助成する。

現継
　部活動の推進、保護者の負担軽減を
図るうえから支援を継続していくことは
必要である。

見直
し

大会出場に伴う補助であり補助
制度そのものは妥当と考えるが、
一律支給している強化費につい
ては廃止を検討すること。

見直し 4
22外：選手強化費の
使途はより明確に。

給食センター耐震工事及
び施設改修整備事業

305 給食センター 25,830 73,120 0
　建築後36年以上経過しており、施設の老朽化が進みさらに耐
震基準を満たしてないことが判明したため、耐震補強工事と併
せて施設設備の改修を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了のハード事業

－ -

　　５　特別支援教育の充実 25,336 29,186 29,186

特別支援教育就学奨励
費援助事業

209 学校教育課 1,645 2,309 2,309
　特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者の負担を軽減す
るため、学用品費等を支援する。また、通級教室児童を対象に
通学費の支援を行う。

現継

　国の補助制度に則った事業であり、障
がいをもつ子どもの就学に係る費用の
保護者負担の軽減を行うことで特別支
援教育の推進が図られており、今後も
継続する。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2

特別支援教育推進事業 211 学校教育課 23,691 26,877 26,877

　特別な支援を必要とする子どもたちの個々の教育的ニーズに
対応するため、特別支援学級に食事や排泄などの介助や移動
時の補助など児童生徒の介助をする特別支援学級介助員を、
通常学級に在籍する特別な支援を必要とする児童の生活面や
学習支援等を行う特別支援教育支援員を配置する。
　また、特別支援教育の教育環境整備、学校内の体制の整備、
学校、保護者に対する支援体制の充実を図る。

拡大

　特別支援教育の推進を図るため、校
内支援体制を整えるとともに必要に応じ
て介助員・支援員の増員を行うなど適正
な配置が必要である。

現継
現体制の中で対応することとし、
現状継続とする。

現状継続 3
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　　６　社会の変化や課題に対応した教育の推進 56,057 72,500 80,346

学校ＩＣＴ環境整備事業 212 教育総務課 40,239 54,090 61,936

　情報化社会へ適応するための情報処理能力向上、ICTを活用
した授業による学力の向上、校務処理の効率化を図るため、教
育用（児童生徒用）、校務用（教職員用）コンピュータ、周辺機
器、アプリケーションの整備を行う。

現継
　現状の教育環境を維持するとともに、
時代に即した機器の整備、更新を計画
的に実施する。

現継
現状継続とするが、今後は保守
管理の強化を検討してはどうか。

現状継続 2

外国語指導助手活用事
業

213 学校教育課 12,541 15,530 15,530
　児童・生徒の英語発音やコミュニケーション能力の育成向上を
目的に各学校の英語授業等に英語指導助手を派遣し、英語授
業等の充実を図る。

現継
　外国語指導助手の派遣方法などを検
討し、継続して効率的な運用を図ってい
く。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

郷土資料教材化事業 228 学校教育課 2,013 74 74

　北広島を故郷として、郷土に対する関心を深めるため、社会
科副読本を作成するとともに、各教科に活用できる教育資源を
デジタル化した郷土資料教材を作成し、教育委員会のホーム
ページに登載し地域に根ざした授業の充実を図る。

現継

　社会科副読本については、教科書的
な活用を行っていることからこれまでど
おり児童への配布が必要と考える。
　郷土資料のデジタル化については、パ
ソコン利用による活用ができるよう引き
続きデジタル化及びホームページへの
掲載を進めていく。

見直
し

教材のデジタル化を進め、副読
本の配布は最小限にとどめるこ
と。

見直し 4
22外：全員配布の副
読本よりＷＥＢ版教
材の活用の検討を

姉妹都市子ども大使交
流事業

300 教育総務課 1,264 2,806 2,806

　小中学生が姉妹都市である東広島市と相互訪問することによ
り、ふるさと意識を高めるとともに両市の友好親善を深める。ま
た、広島市原爆死没者慰霊式並びに平和祈念式に参列するこ
とにより、平和を尊ぶ心を育てる。

現継
姉妹都市との交流、郷土学習、平和教
育を推進するため継続して実施する。

現継
現状継続とするが、派遣の在り
方については、今後検討が必
要。

現状継続 3

　第２節　信頼され、魅力ある学校づくりの推進 256,178 723,760 231,047

　　１　開かれた学校づくりの推進 1,262 1,597 1,597

学校支援ボランティア活
用事業
（誘導型交付金3-4）

204 学校教育課 807 1,275 1,275

　地域の方が持っている優れた知識と技術を学校行事や授業
などの教育活動等に生かすため「学校支援ボランティア」として
登録してもらい、学校を支援する活動を推進するとともに、学校
教育の一層の多様化・活性化を図る。

現継

　毎年200名前後の地域、保護者がボラ
ンティアとして、学校支援に参加しており
今後も事業を継続する必要があり、また
学校支援事業本部との連携が特に必要
なことから、平成２４年度から、担当課を
学校支援事業本部を所管している社会
教育課へ移管し、より有効的な活用を
図る。

見直
し

事業効果が学校教育振興事業と
類似しており、簡素化・合理化を
視野に統合も含め検証すること。
なお、学校支援体制の全体像が
明らかになるよう、関連事業（学
校支援地域本部事業、授業補助
員活用事業、学校教育振興事
業）の整理を行う必要がある。

見直し 4

22外：利用が一部、
学校や保護者などに
十分理解を得る取組
が必要。「授業補助
員活用事業」、「小・
中学校教育振興補
助事業」と類似して
いるので、簡素・合
理化して統合をはか
る制度設計を検討す
べき。

学校施設開放事業 214 教育総務課 87 0 0
　地域住民に学習活動の場を提供するとともに、地域と学校の
交流を深める。

現継
　学習の場を提供するとともに、地域と
学校を結ぶ観点から現状継続とする。

現継
現状継続とするが、利用実績が
ないので、利用促進を図ること。

現状継続 3

行革No.37:学校開放
事業の見直し（調査
検討中）、No.109:学
校施設開放事業の
利用促進（実施済）

学校評議員等運営支援
事業
（誘導型交付金3-4）

215 学校教育課 368 322 322
　地域や社会に開かれた学校づくりを推進し、特色ある教育活
動の展開を図るため、小中学校に学校評議員、学校関係者評
価委員を置く。

現継

　開かれた学校づくりを推進するため、
保護者や地域住民等の意向を把握し、
学校運営に意見評価を反映することに
より、さらなる充実を図る。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　２　教育環境の整備 254,916 722,163 229,450

学校教育団体活動支援
事業
（育成型補助金3-2、誘
導型交付金3-3,3-4）

216 教育総務課 4,495 4,430 4,430
　教職員の資質の向上と教育内容及び学校経営の充実を図る
ため、教育関係団体が行う活動の経費の一部を助成する。

現継

　北広島市の教育活動振興のため、実
績、効果を上げている。また、校長会、
教頭会の補助金については全道、管内
校長会、教頭会の負担金が含まれてお
り、校長、教頭の研修の場が確保され
円滑な学校運営が図られていることか
ら、継続する。

現継
現状継続とするが、校長会と教
頭会の補助金については、その
あり方について検討をすること。

現状継続 3

理科教材等整備事業 217 教育総務課 3,577 3,578 3,578
　理科教育で必要となる教材教具を、小中学校に購入・更新し、
教育の充実を図る。

現継

　法令に基づき、国の補助制度を活用し
て、計画的に理科教育に必要な教材を
整備するものであり、文部科学省の基
準に達するまで継続する。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2
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学校事務機器整備事業 218 教育総務課 2,526 1,486 2,967
　学校事務の効率化を図るため、必要となる事務機器を整備す
る。

現継
　教育活動に必要な事務機器であり、計
画的な保守、整備・更新を継続する。

現継
指導に必要な事務機器であり、
計画的に整備・更新するため現
状継続とする。

現状継続 2

児童生徒の通学費支援
事業
（奨励型補助金3-1）

220 学校教育課 2,664 3,294 3,294

　　保護者の経済的負担の軽減を図るため、遠距離通学等で、
公共交通機関を利用して市立小中学校に通学している児童生
徒及び自家用車による送迎を常としている児童生徒の保護者
に通学に要する経費を支援する。

現継

　遠距離通学の児童生徒の通学手段の
確保、保護者の経済的負担の軽減な
ど、有効利用が図られていることから、
今後も継続して実施する。

現継
遠距離通学児童・生徒への対応
としては有効であり、現状継続と
する。

現状継続 2

要保護・準要保護児童生
徒援助事業

221 学校教育課 101,499 107,188 107,188
　　生活保護世帯（要保護）や経済的困窮世帯（準要保護）の児
童生徒の保護者に対し、就学に必要な経済的な援助を行うこと
で、平等に義務教育を受ける権利を保障する。

現継

　生活困窮者に対する義務教育就学を
支援する事業であり、今後も継続してい
く必要がある。また、生活保護費で学級
費やＰＴＡ会費及び部活動費の支給項
目が追加されたことに伴い、就学援助
費でも支給対象項目とするかどうかの
検討が必要である。

現継
現状継続とするが、対象項目が
拡大となる場合は、十分検討す
ること。

現状継続 2

22外：認定基準や支
給項目を見直すべ
き。近隣市の状況も
参考に。

学校施設管理機器整備
事業

222 教育総務課 283 1,300 610
　良好な教育環境を維持するために必要な草刈機、除雪機など
の管理機器の保守管理及び修繕を行うとともに、耐用年数を経
過した機器を更新する。

現継
　良好な教育環境を維持するため必要
な機器であり、継続して保守管理及び
修繕、更新を行う。

現継

教育環境を整備するため必要な
機器であり、継続とするが学校管
理費の範囲で処理すべきであ
る。

現状継続 2

北の台小学校屋体地震
補強・大規模改造及び校
舎トイレ改造事業

226 教育総務課 0 0 0
　建築後35年以上経過しており、外壁や屋根面等老朽化が顕
著なため、耐震化工事と併せて、内外部に渡る大規模改造工
事を実施する。同時に、校舎内のトイレ改造工事を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始のハード事業

－ -

中学校武道・伝統芸能整
備事業

227 学校教育課 0 12,287 63
　新学習指導要領による平成24年度から必修となる中学校体
育教科での武道及び音楽教科での和楽器の指導を円滑に実
施するため、必要となる物品等を整備する。

現継

　武道経験及び武道の指導経験のない
教員に対して、指導力向上の研修会の
開催は必要である。また、和楽器指導
に必要な和楽器については、今後も必
要な時期に借用により、対応をしてい
く。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

教師用指導書等整備事
業

229 学校教育課 23,485 2,250 650
　教員に、指導書及び教科書を配布することにより、効率的で
統一的な授業を行うとともに、指導方法の工夫改善等、授業内
容の充実を図る。

現継

　児童・生徒に統一的に指導を行うため
には、教師用の教科書及び指導書は必
要不可欠である。
　配布基準を原則に必要最小限の配布
に努めながら継続する。

現継
現状継続とするが、引き続き、最
小限の配布にするなど、効率的
な実施に努められたい。

現状継続 3
22外：配布は必要最
小限の冊数に

西部中学校屋体改築事
業

230 教育総務課 34,610 447,869 0
　建築後37年以上経過しており、老朽化とともに狭隘であること
から、改築工事を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了のハード事業

－ -

学校放送設備整備事業 231 教育総務課 38,611 0 0
　学校の放送設備や視聴覚設備の老朽化に伴う整備や時代に
合った設備に更新することにより、設備を有効に活用し、教育活
動の充実を図る。

現継
　市内学校の放送設備を時代に合った
形で更新するため、継続する。

現継
計画的に更新するとともに、利用
実態を把握すること。

現状継続 2

高等学校等入学準備金
支給事業
（奨励型補助金3-1）

232 学校教育課 2,420 2,800 2,800
　市内に住所を有し高等学校等に入学した生活困窮世帯の生
徒の保護者の経済的負担軽減のため、入学時に必要となる経
費として、入学準備金を支給する。

現継
厳しい経済状況から、今後も申請者の
増加傾向が予想され、高等教育振興の
一環からも継続が必要である。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

奨学金支給事業
（奨励型補助金3-1）

233 学校教育課 5,115 5,400 10,800
　経済的な理由によって高等学校等の修学が困難な学生及び
生徒に対し、奨学金を支給することにより、等しく教育を受ける
機会を与える。

現継

年々、奨学生の申請者が増加しており、
選考割合が減少してきていることから、
選考人数の検討をしていく必要がある。
また、選考にあたり北広島市選考基準
の整備見直し及び選考内規の設定によ
り、より細かく選考を実施する必要があ
る。

見直
し

公立高等学校授業料の無料化と
いった社会状況の変化を踏まえ
た見直しが必要である。

見直し 4

双葉小学校校舎・講堂防
音機能復旧事業

234 教育総務課 0 2,613 70,283

　温度保持換気設備機器等（暖房機、空調機、送風機等）の老
朽化により、本来の機能が低下し、良好な教育環境が阻害され
るため、設備機器を新機種に更新して防音機能を復旧すること
で、教育環境の整備と教育効果の向上を図る。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始のハード事業

－ -
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緑陽中学校校舎屋体地
震補強・大規模改造事業

236 教育総務課 0 0 13,892
　建築後33年以上経過しており、外壁や屋根面等老朽化が顕
著なため、耐震化工事と併せて、内外部に渡る大規模改造工
事を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

－ -

東部小学校屋体地震補
強・大規模改造事業

237 教育総務課 1,838 91,200 0
　建築後35年以上経過しており、外壁や屋根面等老朽化が顕
著なため、耐震化工事と併せて、内外部に渡る大規模改造工
事を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了のハード事業

－ -

広葉中学校校舎・講堂防
音機能復旧事業

238 教育総務課 0 0 2,780

　温度保持換気設備機器等（暖房機、空調機、送風機等）の老
朽化により、本来の機能が低下し、良好な教育環境が阻害され
るため、設備機器を新機種に更新して防音機能を復旧すること
で、教育環境の整備と教育効果の向上を図る。

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

－ -

学校施設空気環境測定
事業

240 教育総務課 602 681 681

　シックスクール対策の一環として、「学校環境衛生の基準」に
基づき、教室内のホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物に
ついて空気中濃度測定を実施し、良好な衛生環境確保に努め
る。

現継

近年、化学物質過敏症が問題となって
おり、施設管理者として児童生徒の健
康を維持するための事業であり、現状
継続とする。

現継
児童生徒の健康を維持するため
の事業であり、現状継続とする。

現状継続 2

北広島団地内小学校統
合準備事業

241 学校教育課 28,616 2,540 0
４月に開校する双葉小学校、緑ヶ丘小学校の開校後に必要とな
る備品等（校歌、レリーフ）を整備する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了事業

－ -

東部中学校エレベーター
設備等設置事業

260 教育総務課 0 0 914

　東部中学校は、建設後24年を経過した建物であり、現在、階
段昇降機のみで対応している。肢体不自由の生徒の入学が予
定されているが、階段昇降機では無理な生徒であり、エレベー
ター設置工事を施工することにより、快適な施設とし、教育環
境、教育効果の向上を図る。

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

－ -

私立学校教育振興事業
（誘導型型交付金3-4　）

309 教育総務課 1,350 1,350 1,350
　市内に本校を有する私立高等学校が行う教育活動を支援す
ることにより、私立学校の教育環境の充実、保護者の負担軽減
を図る。

現継

　全道的にも当該市町に所在する私立
高等学校への支援は行われており、学
校教育の一翼を担っている私立高等学
校の教育環境の整備・充実を進めるた
めに継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

学校支援地域本部事業 317 社会教育課 3,225 3,170 3,170
　学校を地域全体で支える体制を整えていくために、学校支援
地域本部を設置し、地域の住民等の参画による学校支援を推
進することを目的とする。

現継

  本事業は、国の事業として開始され、
４年を経過したばかりの事業であるた
め、国・道の動向を確認しつつ事業を継
続していく。

現継

現状継続とするが、教育現場の
要望や事業効果を十分見定め、
簡素化・合理化を視野に検証す
ること。なお、学校支援体制の全
体像が明らかになるよう、関連事
業（学校教育振興事業、授業補
助員活用事業、学校支援ボラン
ティア活用事業）の整理を行う必
要がある。

現状継続 3

広葉中学校グランド整備
事業

328 教育総務課 0 27,000 0

　昭和48年の開校以来、新たなグランド整備は実施していな
い、現在、降雨の後は、数日運動場を使用できない状況であ
る。
　排水機能が低下している暗渠管の埋設と整地を実施し、運動
場(グランド)の機能回復を図る。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了のハード事業

－ -

双葉・緑ヶ丘小学校開校
事業

342 教育総務課 0 1,727 0
双葉小学校、緑ヶ丘小学校の４月開校に伴い、開校の集いを実
施する。また、学校事務の補助を行うための臨時職員の配置な
ど教育環境の整備を行う。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了事業

－ -

　第３節　家族・青少年健全育成の推進 20,811 28,053 28,286

　　１　家庭の教育力向上への支援の充実 332 325 325

北広島市ＰＴＡ連合会支
援事業
（育成型補助金3-2）

255 青少年課 332 325 325
　学校単位のＰＴＡの情報交換を図るとともに、保護者を対象と
した研修会などを通し、児童生徒の健全育成を進めるため、北
広島市ＰＴＡ連合会への補助金を交付する。

現継

　児童生徒の健全育成を図るため、市Ｐ
連と協働し、家庭の教育力を高めていく
ことや、希薄になっている人間関係や地
域関係を深めていくために継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3
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家庭教育支援事業 292 社会教育課 0 0 0

　子どもたちの生活に必要な習慣や自立心の育成など、家庭の
教育力の向上やあたたかな家庭づくりを支援するため、関係団
体と連携し、家庭教育支援に関する実践活動を推進するほか、
学習の機会や交流の場を提供する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業

－ -

　　２　教育相談体制の充実 14,235 15,152 15,265

不登校対策・教育相談事
業

249 青少年課 13,923 14,806 14,919

　不登校児童生徒の学校復帰と社会的自立を支援するため、
保護者や学校、関係機関と連携して、ひきこもりや不登校児童
生徒の解消と未然防止を図る。
　学校や家庭の問題で悩んでいる児童生徒及びその保護者を
対象に、面談や家庭訪問による相談支援を行い、問題の早期
解決を図る。
　（「みらい塾」に指導員2名、訪問アドバイザー（臨床心理士）1
名、教育相談員1名を配置）

現継

　平成23年度の不登校児童生徒は43名
（0.80%）で平成22年39名（0.72%）より若
干増加しました。また、43名中3名が学
校復帰を果たした。訪問指導アドバイ
ザーの相談件数は、若干減少していま
すが、相談内容は不登校が多くを占め、
内容が複雑化しています。不登校児童
生徒への対応は、児童生徒を含めた家
庭全体の問題であり、個々のケースに
応じたより詳細な支援を訪問指導アドバ
イザーや関係機関と連携し、的確な対
応を進めて行く必要がある。

現継

現状継続とするが、相談や指導
方法については、専門機関などと
の連携を図り、効果的な事業を
展開すること。

現状継続 3

青少年健全育成啓発事
業

311 青少年課 312 346 346

　地域の子どもは地域で育てる活動を推進するため、学校、ＰＴ
Ａ、自治会、関係団体と連携し、地域に密着した青少年の健全
育成活動の推進と健全育成の啓発を進める。
　（青少年健全育成大会の開催、講演会の開催、センターだより
「きずな」の発行）

現継

　学校、ＰＴＡ、自治会、関係団体と連携
し、地域に密着した青少年の健全育成
活動と健全育成の啓発を進めるため、
引き続き実施する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　３　地域が支える健全育成活動の充実 6,244 12,576 12,696

成人式開催事業 251 社会教育課 657 696 696
　成人としての自覚と責任を促し、地域社会の一員としての期待
を認識できるよう新たな成人を祝う成人式を実施する。

現継
対象者の参加率が極めて高い事業であ
り、内容を工夫しながら継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

青少年健全育成振興事
業

253 青少年課 72 74 74

　生きる力を育て健やかでたくましい子どもを育成するための活
動を保護者とともに推進する。
　（青春メッセージの開催、青少年リーダー養成、青少年の体験
交流事業の実施）

現継
　健やかでたくましい子どもを育成する
ための活動を進め、子どもたちの生きる
力を育てるため、引き続き実施する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

青少年健全育成連絡協
議会支援事業
（育成型補助金3-2）

254 青少年課 450 450 450

　健全育成連絡協議会の活動を通じて地域住民の意識啓発を
推進し、地域で子どもを守り、育み、安全安心な地域環境づくり
を目指す。
　６地区の青少年健全育成連絡協議会への補助金の交付を行
う。

現継

　青少年を取り巻く環境は複雑、多様化
し問題行動も増加する傾向が見うけら
れる。青少年の育成環境の整備を進め
るためには、各地区青少年健全育成連
絡協議会との連携と協力が必要であ
り、積極的に育成、支援を進めるために
も継続する。

現継
現状継続とするが、補助基準に
基づく補助とし、適切な執行内容
となるよう指導を強化すること。

現状継続 3

23外：繰越金問題や
補助率1/2超えな
ど、事業内容の検討
を

青少年安全対策事業 256 青少年課 5,065 10,239 10,359

　青少年の非行防止のため、関係機関や地域と連携を図り、各
種活動を協働して行い青少年の非行防止を推進する。専任指
導員（非常勤職員）2名を配置して、青少年の非行等問題行動
に対して、状況に応じた適切な対応と指導を行い健全育成を図
る。
　スクールガードリーダーによる学校施設、通学路等の安全確
認及び巡回指導を行い、子どもたちの安全を確保する。

現継

　子どもたちの安全確保を図るため、小
さな犯罪を見逃さない地域づくりとして、
見守りや声かけなど地域、学校と協力、
連携して進める。

現継

現状継続とするが、通学路安全
指導員の配置については、必要
性の検証を検討を十分にするこ
と。

現状継続 3

放課後子ども教室事業 312 青少年課 0 1,117 1,117

放課後や長期休業中に小学校の余裕教室等を活用して、児童
の活動拠点を設け、学習や文化活動等を行い、子どもたちが地
域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進す
る。

現継

児童の放課後や長期休業中の活動場
所を確保し、学習等の支援を行うなどさ
まざまな交流により、より充実した放課
後生活を進めるために継続する。

現継
現状継続とするが、児童館事業
など健全育成での大きな視点で
評価を行うこと。

現状継続 3

　第４節　社会教育の充実 33,369 40,753 90,023

　　１　学習活動への支援の充実 12,501 19,972 19,972

生涯学習市民活動団体
支援事業
（育成型補助金3-2）

258 社会教育課 1,035 1,500 1,500
　学習機会の提供及び生涯学習に取り組む団体の育成を図る
ため、市民団体が企画実施する生涯学習に関する事業に支援
を行う。

現継
  市民団体による主体的な活動機会を
推進するため、広く内容を周知するなど
し継続する。

現継
補助事業の趣旨に沿い、現状継
続とする。

現状継続 3
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元気フェスティバル連携
事業
（誘導型交付金3-3）

259 社会教育課 450 543 543
　市民の生涯学習に対する理解や関心を深めるとともに、市民
団体の交流や学習成果を生かす場として、「元気フェスティバ
ル」を開催する。

現継
  市民の主体性を助長し、事業がより効
果的に開催されるよう適切な支援を行
う。

現継
現状継続とするが、事業手法に
ついては検討をすること。

現状継続 3

生涯学習振興会支援事
業
（誘導型交付金3-4）

313 社会教育課 11,016 17,929 17,929
　生涯学習の振興や地域づくり・コミュニティ活動の要として活
動する「生涯学習振興会」を支援する。

現継

  既存の生涯学習振興振会について
は、効果的な運営を目指すことはもとよ
り、多くの地域住民が親しみを持って参
加できる事業運営となるよう適切な支援
を行う。
  未設置の地域については、地域の関
係団体との協議により、会の設置に向
け適切な支援を行う。

見直
し

生涯学習振興会の事業内容の
精査、アドバイザー、事務職員
（交付金措置）の人員等、体制に
ついて検討する必要がある。

見直し 4
行革No.103:生涯学
習振興会の組織づく
り（一部実施）

　　２　学習機会の充実 20,868 20,781 20,781

フレンドリーセンター運営
事業

261 社会教育課 915 1,120 1,120

　障がい者が生涯学習活動を通じて学び交流する場を提供す
る。
　陶芸教室・野球（日ハム）観戦・料理教室・野外バスツアー・
サッカー教室・スキー教室などの事業を行う。

見直
し

  事業内容について関係団体と協議を
し、要望の多い内容を重点化するなど
し、見直しを図っていく。

休止
廃止

事業目的、内容から、フレンド
リーセンターの廃止及び関係す
る事業で必要なものは、他の事
業への振替えを検討すること。

休止廃止 4

中央公民館活動推進事
業
（誘導型交付金3-3）

262 社会教育課 647 355 355

　市民の学習活動を支援するとともに、学習機会・発表機会の
提供を行う。
　各種講座及び子ども公民館まつり・公民館まつりの実施。
　市民が主体的に企画・実施する事業に対する支援。

見直
し

  公民館としての機能・役割を尊重しつ
つ、生涯学習振興会の設立による事業
の統合を行う。

見直
し

管理、運営方法について、抜本
的、総合的な検討をすること。

見直し 4

生涯学習支援情報シス
テム整備事業

314 文化課 19,306 19,306 19,306

　図書館および生涯学習の拠点施設が持つ学習機能を充実さ
せるため、図書館・学校図書館情報システム・施設予約管理シ
ステム・生涯学習情報提供システムからなる生涯学習支援情報
システム「新 学び舎・楓」を運用する。

現継
管理的内容の強い事業であり、現状維
持。

現継
現状継続とするが、システム運用
については、役割分担の再検討
をすべきである。

現状継続 2

　　３　施設の充実による学習環境の整備 0 0 49,270

中央公民館大規模改修
事業

315 社会教育課 0 0 49,270
　建築後36年以上経過しており、老朽化が著しいことから、大規
模改修を行う。

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

－ -

　第５節　歴史の継承と創造 6,990 6,090 26,172

　　１　エコミュージアム構想の推進 1,736 666 20,748

エコミュージアム普及推
進事業

266 文化課 1,625 536 618
　市内にある自然遺産や文化遺産などを現地で、そのまま保
存・育成・展示することで魅力ある地域づくりを行う。

現継

今年度現状継続するが、エコミュージア
ム拠点施設開設にあわせ郷土体験学
習事業との統合し一体的な事業展開に
ついて検討する。

現継

現状継続とするが、エコミュージ
アム郷土体験学習事業との統合
により、全体として事業の効率化
を図ること。

現状継続 3

旧島松駅逓所周辺整備
事業

267 文化課 0 0 0

　国指定史跡旧島松駅逓所を、より多くの市民に観覧してもら
い、身近に感じ知ってもらうことによって、開拓の歴史の理解を
深めてもらうため、旧島松駅逓所その周辺の林地の整備を行
う。

現継
　平成26年度からの実施に向け、引き
続き検討を行い整備・活用計画を策定
する必要がある。

現継
平成２６年度からの実施に向け、
引き続き検討を行い保存・活用
計画の策定を進めること。

現状継続 3

エコミュージアム郷土体
験学習事業

330 文化課 111 130 130

　エコミュージアムの推進にとって、郷土愛への市民意識の醸
成は不可欠である。郷土の歴史や伝統的遺産を大切にする心
を培い、自らのまちを誇りに思う郷土愛を育む学習機会の提供
を行う。

現継

今年度現状継続するが、エコミュージア
ム拠点施設開設にあわせ郷土体験学
習事業との統合し一体的な事業展開に
ついて検討する。

現継

現状継続とするが、エコミュージ
アム普及推進事業への統合によ
り、全体として事業の効率化を図
ること。

現状継続 3

エコミュージアム拠点施
設等整備事業

331 文化課 0 0 20,000

　従来の博物館的要素のみばかりでなく、地域に残る「事・物」
を現地で保存・保管し、それらの情報の発信や郷土資料の展示
等を行う施設であるエコミュージアムの拠点施設を整備する。
　小学校統廃合に伴う、学校跡利用を活用し拠点施設を整備す
ることとなり、統廃合後利用のスケジュールに合わせ、計画上２
４年度事業を２５年度事業に移行する。

現継
エコミュージアム拠点施設（エコミュージ
アムコアセンター）整備計画を策定

現継
現状継続とするが、内容を精査し
経費の効率的な執行に努めるこ
と。

現状継続 3

　　２　文化財の保存と活用 5,254 5,424 5,424

16 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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文化財保存・活用事業
（誘導型交付金３－３）

268 文化課 5,042 5,212 5,212

　市内には、国指定文化財と市指定文化財があり、自然、地質
及び歴史的に貴重なものがあることから、郷土の自然や歴史を
後世に伝えるため適切な保存と活用を図る。　（文化財調査補
助員の配置、旧島松駅逓所、郷土資料室の管理・運営、赤毛種
保存交付金の交付）

現継   現状継続とする。 現継 現状継続とする。 現状継続 3

郷土文化伝承支援事業
（育成型補助金3-2）

333 文化課 212 212 212
　北広島市の郷土芸能を後世に伝えるため、保存、継承の支援
を行う。（広島音頭保存会、北広島ふるさと太鼓保存会への交
付金の交付）

現継
当市の貴重な郷土芸能として今後も、
継続的な支援に努める必要がある。

現継
現状継続とするが、内容を精査し
経費の効率的な執行に努めるこ
と。

現状継続 3

　第６節　読書活動の充実 23,410 22,662 22,662

　　１　図書館サービスの充実 23,410 22,662 22,662

図書館サービス提供事
業

269 文化課 21,910 21,162 21,162

市民の文化的教養を高めるための図書館サービスの充実。
図書および視聴覚資料の購入などにより、貸出・リクエスト・予
約や相談業務・相互貸借などを行う。（図書、郷土資料、視聴覚
資料などの収集と提供）

拡大

高い利用率と満足度を維持するために
は、安定的な資料購入が必要である。
又、「拡大」の高齢者の図書の宅配につ
いては、高齢者への読書活動支援とし
て時代に即した重要な施策である。

現継
現状継続とするが、図書館全体
の運営体制についても検討する
こと。

現状継続 3
行革No.78:図書館業
務の委託の拡大（実
施済）

図書館フィールドネット連
携事業
（誘導型交付金3-3）

270 文化課 1,500 1,500 1,500
　読書普及事業を促進するため、ボランティア団体で構成する
図書館フィールドネット運営委員会に交付金を交付する。

現継

市民図書館としての運営を支える活動
であり、不断の育成なしに定着は生まれ
ない。平成23年度は事業の見直しを
行ったが、その必要性は普遍的なもの
である。

現継
現状継続とするが、図書館全体
の運営体制ともども検討するこ
と。

現状継続 3

　第７節　芸術文化の振興 19,481 22,751 27,431

　　１　個性豊かな地域文化の振興 7,132 9,579 15,109

文化賞等表彰事業 272 文化課 188 203 203

　優秀な文化活動を顕彰することにより、市民の芸術文化活動
に対する意欲の向上を図る。
　11月3日の文化の日に、優秀な文化活動を行う市民（成人・青
少年）や団体の顕彰を行う。

現継
　より効率的に市民の芸術文化活動に
対する意欲が高まるように取り組みを継
続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

文化団体活動支援事業
（育成型補助金3-2）

273 文化課 640 640 640

　市内の芸術文化の発展のため、市民の芸術文化活動の支援
を目的とする。
　市内の文化団体を統括する北広島市文化連盟、音楽団体を
統括する北広島音楽協会に補助金を交付する。

現継
　市内の継続した芸術文化振興には必
要である。

現継
現状継続とするが、補助団体に
対する指導を強化し、適切な執
行に努めること。

現状継続 3

市民文化祭奨励事業
（奨励型補助金3-1）

274 文化課 680 650 650

　市内の芸術文化の発展のため、市民の芸術文化活動の支援
を目的とする。
　市民の芸術文化活動の発表の場を提供している市民総合文
化祭、地区文化祭に補助金を交付する。

現継
　全市的な事業であり必要である。今後
も継続していくべき。

現継
現状継続とするが、適切な執行
に努めること。

現状継続 3

文化施設修繕事業 278 文化課 5,624 8,086 13,616
　文化施設（芸術文化ホール・図書館）の機能維持を図るため、
保守点検等で不具合が確認された設備や箇所を修繕する。

現継 　今後も計画的な修繕が必要である。 現継
計画的な修繕が必要と認められ
る。

現状継続 2

　　２　市民等との連携による芸術文化活動の展開 12,349 13,172 12,322

芸術文化ホール運営委
員会連携事業
（誘導型交付金3-3）

279 文化課 11,989 12,792 11,942
　芸術鑑賞型事業及び芸術創造事業を展開するため、北広島
市芸術文化ホール運営委員会に交付金を交付する。

現継

運営委員会の事務局に専任の事務補
助員を配置するなど、自主的に事業展
開を進めるための基盤整備を整える端
緒についたところである。今後もその方
向を進めていく必要がある。

現継
現状継続とするが、ホール全体
の運営方法や運営体制について
も検討すること。

現状継続 3

花ホールスタッフの会支
援等事業
（誘導型交付金3-3）

280 文化課 360 380 380

　市及び運営委員会等が主催する鑑賞事業のサポート活動な
ど、芸術文化ホール（花ホール）を拠点に活動する花ホールス
タッフの会を支援する。また、新たなホールボランティア育成の
ため、講習会を実施する。

現継
芸術文化ホールの運営においても、市
の芸術文化振興の上でも継続した活動
が必要。

現継
現状継続とするが、ホール全体
の運営体制ともども検討するこ
と。

現状継続 3

　第８節　スポーツ活動の推進 107,607 370,747 22,134

　　１　健康で生きがいのあるスポーツ活動の促進 719 805 870

17 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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スポーツ団体活動連携
事業
（奨励型補助金3-1）

283 社会教育課 300 300 300
　スポーツの普及振興事業を計画または実施している団体が行
うスポーツ大会等の事業に対して、その事業費の一部を補助す
る。

見直
し

　補助基準等の検討を行う。
休止
廃止

事業そのものの意義は認める
が、現状は特定団体に対し長期
にわたる補助をしており、市の補
助がなくても運営できるものと判
断する。

休止廃止 4

エルフィンロードハーフマ
ラソン連携事業
（誘導型交付金3-3）

286 社会教育課 224 205 300
　健康で生きがいのあるスポーツ活動の促進を図るためにエル
フィンロードハーフマラソンを開催する実行委員会へ補助金を交
付する。

現継
　事務局移管については引き続き有効
な策を検討する。

見直
し

事務局の移管について、速やか
に方向性を見出すべきである。
補助金の対象経費に対し、補助
率がきわめて低い中で運営され
ており、補助金の必要性につい
て再検討すべきである。

見直し 4

市民スポーツ活動推進
事業

288 社会教育課 195 300 270

　市民だれもが、生涯にわたりスポーツ・レクリエーション活動に
親しむことができるよう、生涯スポーツ活動をはじめ、児童生
徒・障がいのある人のスポーツ・レクリエーション活動の支援を
推進する。

現継
　スポーツ推進委員等との連携により、
引き続き推進していく。

現継 現状継続とする。 現状継続 3
行革No.71:各種ス
ポーツ教室開催事業
の見直し

　　２　競技スポーツの振興 6,457 6,366 6,366

スポーツ大会出場支援
事業

282 社会教育課 1,724 1,350 1,350
　市民の自発的なスポーツ活動の振興を図るため、国際、全国
又は全道規模のスポーツ大会に出場する選手・役員に費用の
一部を助成する。

見直
し

市民の自発的なスポーツ活動の振興を
図るため継続する。ただし、助成対象と
する大会規模や助成対象者の資格基
準の見直しが必要である。

見直
し

自己評価のとおり、対象とする大
会の規定などについて検討する
こと。

見直し 4

体育協会活動支援事業
（誘導型交付金3-4）

284 社会教育課 3,118 3,118 3,118
　本市のスポーツの普及・振興を図るため、北広島市体育協会
の運営費及び事業費に対し、補助金を交付する。

現継

現状で継続するも市内におけるスポー
ツ活動の主軸となっている体育協会の
運営への支援を、様々な角度から検討
していく。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

スポーツ少年団育成事
業
（育成型補助金3-2）

285 社会教育課 453 453 453
　青少年の健全育成やスポーツ少年団の組織強化と自主的な
活動の推進のため、スポーツ少年団の運営費及び事業費に対
し、スポーツ少年団本部を通じて補助金を交付する。

現継
少子化が進行し、各単位少年団の脆弱
化を防止するためにも事業を継続する
ことは重要である。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

スポーツアカデミー事業 290 社会教育課 801 1,109 1,109
　全国、国際レベルの選手育成及び青少年の健全育成を図る
ため、ジュニアスポーツ選手強化事業、底辺拡大事業、指導者
養成事業を実施する。

現継

現状維持するも、事業効果を上げるた
め体育協会加盟団体、地区生涯学習振
興会、地域総合型スポーツクラブ、道都
大学などと連携して実施する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

スポーツ賞等表彰事業 321 社会教育課 361 336 336
　優秀な成績を収めた選手及びスポーツの振興に寄与した者を
顕彰することにより、市民のスポーツ活動を助長する。

現継

各種スポーツ大会において優秀な成績
を収めた者及びスポーツの振興に寄与
したものに対し、その功績を表彰するこ
とにより、受賞者のその後のスポーツ活
動の大きな励みとなり、本市のスポーツ
振興に寄与することから、現状のまま継
続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　３　スポーツ施設の整備と運営 100,431 363,576 14,898

全国中学生空手道選抜
大会連携事業
（誘導型交付金3-3）

291 社会教育課 4,500 4,500 4,500
　全国中学生空手道選抜大会を開催することにより、北広島市
を全国にＰＲするとともに、空手道を通じた青少年の健全育成を
図る。

現継

　本事業は、10年間の継続事業のため
現状のまま継続していくが、大会実施ご
とに検証を行い、課題、問題点の改善を
図る。

現継
助成を受け実施している事業で
あり、助成の終了年まで現状継
続とする。

現状継続 2

学校施設（体育館）開放
事業

293 社会教育課 4,414 4,532 4,778
　市民の健康維持及び体力向上に資するため、小中学校体育
館の開放を行いスポーツ活動の場を提供する。

現継

本事業は市民のスポーツ活動の場とし
て広く市民に定着しており、今後も継続
していくが、施設の利用に係る受益者負
担の面で不公平が生ずることから、関係
部署と協議しながら有料化に向けての
検討を進める。

現継
引き続き、有料化に向けて検討
を行うこと。（26年度に有料化を
予定）

現状継続 3
行革No37:学校開放
事業の見直し（調査
検討中）

西の里ファミリー体育館
改修事業

294 社会教育課 0 4,725 2,800
　建築後26年以上経過しており、老朽化が著しいことから屋根、
壁面の窓枠及び暖房施設等の更新を行う。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始のハード事業

－ -

18 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）



23年度 24年度 25年度 事 業 概 要

決算額
当初

予算額
推進

計画額
目 的 と 内 容 評価 25年度に向けての方向性 評価 評 価 の 内 容

25年度予
算に対す
る考え方

ラ
ン
ク

２ 次 評 価 の 案

備　　　考事務事業名
計画
事業
番号

担当課名

１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

総合体育館大規模改修
事業

296 社会教育課 91,517 349,819 0

　築２５年目を迎え、屋上防水、暖房・給湯ボイラー、各種配管、
放送設備等の経年劣化が著しく、施設の管理運営や市民の利
用に支障をきたしていることから、国の補助事業を活用し施設
の大規模改修を行なう。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了のハード事業

－ -

運動広場整備事業 322 社会教育課 0 0 2,820
　市民のスポーツ・レクリエーションや市民の集い・交流・健康づ
くりの場として運動広場を整備する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

－ -

　第９節　大学との連携 0 0 0

　　１　大学との連携 0 0 0

大学連携推進事業 324 政策調整課 0 0 0

　大学が有する知的資源、研究成果やアイデア、大学生の活力
を生かしたまちづくりを推進するため大学等との連携・協力につ
いて調査を進める。
・大学との意見交換の実施
・連携、協力に関する協定書の締結に向けての調査

現継
大学との連携の在り方や可能性につい
て、引き続き調査などを実施する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　第１０節　交流の促進 2,321 1,775 3,646

　　１　広域的な交流の促進 13 27 27

地域交流事業 298 政策調整課 13 27 27

　近隣市町と行政分野や経済分野のみならず、さまざまな分野
での市民レベルの身近な交流機会の確保、交流機会の拡大や
交流人口の増加を図るため、近隣市とともに交流事業を実施す
る。

現継
近隣市との交流事業により、近隣市間
の連携・交流を深める必要がある。

現継
近隣市との共同事業であるた
め、現状継続とする。

現状継続 3
行革No.31三市交流
事業の見直し（実施
済）

　　２　姉妹都市交流事業の拡充 2,195 1,328 2,129

姉妹都市スポーツ交流
事業
（誘導型交付金3-3）

287 社会教育課 1,336 385 1,186 　姉妹都市の友好・親善を深めるため、スポーツ交流を行う。
見直

し

ここ数年、部活動の減少等により、交流
種目の選定が難しくなっており、北広島
教育研究会と事業のあり方について検
討していく。

休止
廃止

事業の継続が困難になっている
ので、廃止を検討すること。

休止廃止 4

姉妹都市交流事業 299 秘書課 859 943 943

　北広島市、東広島市の郷土祭りに相互訪問することで、地域
の特性を活かした行政、教育文化、経済など様々な分野での情
報交換や相互交流の推進・支援を図り、まちづくりに活かす。
　北広島市を拓いた祖先の地（広島県）で、今なお原爆症に苦し
んでいる方々に、グリーンアスパラを送付することで、都市間の
交流の絆を深めるとともに、市の成り立ちや戦争の悲惨さを次
世代に伝える。

現継

姉妹都市との交流は、事業を実施したこ
とにより、直ぐにその効果が表面的に現
れるものではなく、継続的に事業を行っ
ていくことが大切である。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　３　国際交流の促進 113 420 1,490

国際交流事業
（誘導型交付金3-3）

323 社会教育課 113 420 1,490
　海外との交流により、外国の文化、風俗、社会事情を体得し、
異文化への理解を深め、国際的視野と国際感覚をもった人材を
育てるため、国際交流協議会に対し交付金を交付する。

見直
し

  基金の減少を勘案し、派遣事業におけ
る参加者負担割合の見直しを検討す
る。

見直
し

財源としてきた基金が減少してお
り、いままでの成果を総括すると
ともに今後の方向性を検討する
こと。

見直し 4

第３章　美しい環境につつまれた安全なまち 461,930 668,153 1,512,110

　第１節　環境の保全 13,249 21,103 72,899

　　１　地球環境の保全 4,173 5,436 5,436

省エネルギー推進事業
（誘導型交付金3-3）

400 環境課 416 450 450
　地球温暖化防止を目指して、市民や事業者に省エネルギーへ
の取り組みについて意識啓発を行う。（環境ひろば実行委員会
への交付金の交付、講座の実施、啓発パンフレット等の作成）

現継

地球温暖化の防止及び震災以降省エ
ネの必要性が高まっていることから、市
民を中心に省エネの取り組みについて
意識啓発を図り、省エネルギー活動へ
の取り組みの動機付けとして今後も継
続していく。

統合
事業内容が啓発であるため、環
境啓発事業への統合を検討する
こと。

統合 4

太陽光発電システム等
設置支援事業
（奨励型補助金3-1）

402 環境課 3,757 4,986 4,986
　政府が打ち出したCO2排出量の25％削減、地球温暖化対策
に対応した事業であり、一般住宅用太陽光発電システムの普及
率の向上に向けた、設置者への補助金の交付を行う。

現継
太陽光発電システムの普及状況及び価
格動向、国の補助制度等を考慮し、補
助金額や補助件数等を見直していく。

現継
現状継続とするが、見直しに当
たっては、事業効果をより高める
よう十分に検討すること。

現状継続 2

　　２　公害対策の推進 4,745 7,462 7,462

19 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）



23年度 24年度 25年度 事 業 概 要

決算額
当初

予算額
推進

計画額
目 的 と 内 容 評価 25年度に向けての方向性 評価 評 価 の 内 容

25年度予
算に対す
る考え方

ラ
ン
ク

２ 次 評 価 の 案

備　　　考事務事業名
計画
事業
番号

担当課名

１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

環境保全事業 403 環境課 4,745 7,462 7,462
　公害の未然防止と生活環境の保全を図るため、環境測定を実
施するとともに環境監視員を配置して事業所等の監視、指導を
行う。

現継 継続して実施 現継 現状継続とする。 現状継続 2

　　３　自然環境の保全 2,345 2,168 2,168

有害鳥獣駆除対策事業 404 環境課 622 698 698
　農業被害及び生活環境被害の防止を図るため有害鳥獣の駆
除を行うとともに北海道と連携し特定外来生物である「アライグ
マ」の防除を行う。

現継

カラス、エゾシカ、キタキツネは、市民の
生活環境や農作物に対して被害を出し
ており、駆除の要望が多い。また、アラ
イグマは、特定外来生物であり、道及び
市町村が協力して広域駆除を行ってい
る。以上のことから、現状継続とする必
要がある。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

スズメバチ等駆除事業
（奨励型補助金3-1）

405 環境課 1,723 1,470 1,470
　巣を取り除くことにより、市民をスズメバチ等の危険から回避さ
せる。
　スズメバチ等の巣の駆除に要する費用の一部補助を行う。

現継

　スズメバチ等の駆除対応は、市町村に
よって大きく異なっているが、自然が身
近にあり、市街地等でのハチの営巣が
多い当市では、今後も継続の必要があ
ると考える。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

　　４　環境保全意識の向上 350 265 265

環境啓発推進事業 406 環境課 350 265 265
　自然環境に関する体験や学習機会となる自然観察会や野鳥
観察会などの事業を通じて、環境のために行動できる人づくりを
目指し、各事業を行う。

現継

環境保全の重要性についての理解を深
め、環境保全活動等につなげていくため
に、今後も継続して各種事業を実施して
いく。

統合
省エネルギー推進事業を統合
し、事業効果を高めること。

統合 4

　　５　環境衛生の充実 1,636 5,772 57,568

畜犬関係事業 407 環境課 1,444 1,887 1,887
　畜犬及び野犬による事故発生の未然防止や狂犬病予防など
のため、畜犬登録や予防注射の接種、迷い犬、捨て犬の保護、
捕獲を実施する。

現継

　近隣に動物病院が無い市民もおり、平
成23年度は592頭が集合注射を利用し
ている。
　集合注射については、接種率を高める
ための有効な手段であることから、今後
も継続して実施していく必要がある。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

浄化槽設置奨励事業
（奨励型補助金3-1　）

412 環境課 53 0 0

　　公共下水道計画区域外における生活排水の適正な処理の
ため、新規に合併処理浄化槽を設置した場合や既設の単独処
理浄化槽を合併処理浄化槽へ転換した場合の費用の一部を支
援する。

現継
　公共下水道計画区域外における生活
排水の適正な処理のため、平成25年度
からの助成開始を目指す。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

北広島霊園造成事業
（霊園会計）

413 環境課 139 3,885 55,681
　平成26年度からの墓地需要に対応していくため、霊園内に残
されている未造成地の造成を行う。

現継
平成26年度からの貸付開始に向け、平
成25年度は造成工事を実施する。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

　第２節　廃棄物対策の推進 177,906 232,406 604,271

　　１　ごみの減量化・リサイクルの推進 85,729 95,304 122,027

ごみ減量化・資源化対策
事業
（奨励型補助金3-1）
（誘導型交付金3-3）

410 環境課 18,204 21,198 21,198

　市内の一般家庭から排出される生ごみの量を削減すること、
及び資源ごみを埋め立てずリサイクルすることにより、埋立処
分場の延命化を図る。
奨励金を交付することにより、資源回収の促進とリサイクル意
識の高揚を図る。

現継

　現状継続とするが、集団資源回収に
ついては平成２４年度から品目に紙類を
追加し実施しており、今後も取扱い品目
の追加等を検討する。

見直
し

コンポスト、電動生ごみ処理機の
補助金について、ごみ減量化へ
の貢献度を斟酌しつつ今後の方
向性について引き続き検討する
とともに、集団資源回収奨励金の
額について、ごみ減量化の観点
から妥当かどうか検証すること。

見直し 4

家電リサイクル事業 414 環境課 912 930 1,193
　不法投棄された家電リサイクル対象製品（テレビ、冷蔵庫、洗
濯機、エアコン）を適正処理するための事業

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 現状継続 3

粗大ごみリサイクル工房
開設準備事業

417 環境課 0 0 1,650
　最終処分場の延命化を図るため、粗大ごみとして排出された
家具等の修繕を行いリサイクルすることにより、埋め立てるごみ
を減量する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度単年度ハード事業

－ -
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予算額
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計画額
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備　　　考事務事業名
計画
事業
番号

担当課名

１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

生ごみ・し尿処理事業 473 環境課 66,613 73,176 97,986

下水道事業特別会計へ負担金を支出し、下水処理センターで
下水道汚泥と併せて生ごみ等のバイオガス化処理を実施する。
　・平成23年度から、生ごみのバイオガス化処理を実施
　・平成25年度から、し尿・浄化槽汚泥のバイオガス化処理を実
施

現継
生ごみのバイオガス化処理を継続する
とともに、し尿・浄化槽汚泥の試験処理
を実施する。

現継
処理に伴う負担金であり、現状継
続とするが、分別の徹底が重要
である。

現状継続 2

　　２　ごみ処理体制の充実 92,177 137,102 482,244

最終処分場周辺環境整
備事業
（誘導型交付金3-3）

416 環境課 961 1,070 1,070
　最終処分場周辺に飛散したごみ拾い及びカラス駆除、最終処
分場周辺に居住する住民等が実施する鳥獣被害防除のため補
助金を交付する。

現継 今後も事業を継続する。 現継 現状継続とする。 現状継続 3

家庭ごみ適正処理推進
事業
（奨励型補助金3-1）

418 環境課 80,701 66,116 79,509
　家庭ごみを適正に処理するため、指定ごみ袋の作成や粗大ご
みの収集運搬、ごみステーションの管理や整備の補助金の交
付を行う。

現継
　現状継続とし、資源・生ごみの分別を
強化する。

現継 現状継続とする。 現状継続 2
行革No.31:家庭ごみ
の減量化・有料化
（実施済）

第３期最終処分場閉鎖
事業

419 環境課 4,809 39,600 0
　平成18年度をもって埋立てを終了した第3期最終処分場の閉
鎖工事を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了のハード事業

－ -

第６期最終処分場造成
事業

459 環境課 0 24,423 395,772
　第5期最終処分場の埋め立て終了に併せ、新たに第6期最終
処分場の造成を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始のハード事業

－ -

不法投棄対策事業 471 環境課 5,706 5,893 5,893
　不法投棄の抑制のため、廃棄物パトロール員による監視や指
導を行うとともに、回収した廃タイヤ等の適正な処理を行う。

現継
不法投棄の抑制及び不適正廃棄物の
処理のため必要な事業である。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　第３節　水と緑の空間の充実 101,337 93,482 87,129

　　１　緑化の推進 23,040 24,476 18,023

緑の基本計画事業 411 都市計画課 280 1,591 165
　「自然と創造の調和した豊かな都市」を目指した緑事業施策の
計画を定めた「緑の基本計画」の実現に向け、事業の進行管理
や計画の見直しを行う。

現継

　市街地及びその周辺における良好な
自然緑地は、条例に基づく緑の保全と
緑化の推進に努めていくよう、効率的な
事業を実施していく必要がある。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

森林保全活用事業 420 都市整備課 8,594 16,810 11,783

  三別沢林道の改良(事業主体：北海道）。 仁別、三島地区の
樹木や治山ダムの維持管理を実施する（事業主体：北海道）。
未整備部分については、北海道に引き続き治山事業の実施を
要望して行く。
　北広島団地周辺緑地については、森林施業計画に基づき森
林整備を行う。
　富ヶ岡地区市有林については、下刈りを実施し、保育に努め
る。
　他の市有林については、森林ボランティアなど市民との協働
により整備を進める。

現継

森林保全については、森林の持つ多面
的・公益的な機能が確保されるよう、今
後も市有林の保全・整備を森林施業計
画に基づき進める。

現継
道の林道改良工事や、市有林の
管理を中心とする事業であり、現
状継続とする。

現状継続 2

緑化推進事業
（誘導型交付金3-3）
（育成型補助金３－２）

421 都市整備課 13,933 5,824 5,824

　市民の参加による花いっぱい運動を展開し、花のある美しい
まちづくりと緑化の推進を図る。
　公共施設、街路樹桝などを中心に植樹や花苗の植栽、「花の
まちコンクール」や「オープンガーデン見学会」を実施するととも
に、「緑のまちづくり条例」に基づき、緑の保全や民間施設にお
ける緑化を推進する。

現継

　今後も宿根草の植栽を進め、花苗等
の経費節減に努めるとともに、積極的に
市民参加を呼びかけながら美しいまち
づくりの推進を図る。

現継

現状継続とするが、補助団体の
事業と直営事業の内容を精査
し、より効率的な執行に努めるこ
と。

現状継続 3

緑の活動拠点整備事業 422 都市整備課 194 218 218

富ヶ岡地区の市有林を「緑の活動拠点」と位置付け、整備・活用
を進める。
○市民や中学生をの森林施業体験、自然観察、間伐材利用に
よるキノコのホダ木作りなど体験学習や環境学習の場とする。
○森林ボランティアの活動、苗木作りの場として森を提供する。
○家屋・倉庫については資材の保管や作業場として活用・提供
する。

現継

　富ヶ岡地区の市有林は、市民等によ
る森林施業体験や森林ボランティアの
活動の場として適地であることから、緑
の活動拠点として今後も整備や有効活
用に努める。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

森林ボランティア支援事
業

423 農政課 39 33 33
　森林保全活動に対する市民の理解や意識向上のため、森林
整備等のボランティア活動をしているグループへの支援を行
い、森林ボランティアの育成を図る。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　２　親水空間の保全 742 769 769

21 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

輪厚川親水事業
（育成型補助金3-2）

424 都市整備課 742 769 769
　　輪厚川の親水空間を市民と協働で整備する。（花壇への植
栽、河川敷地の草刈。草刈の一部は住民団体が実施するため
交付金を交付する。）

現継

　輪厚川は市内唯一の親水河川であ
り、今後も「輪厚川と親しむ会」等の市民
参加による河川環境の美化、景観維
持、親水事業を実践し、市民や子供たち
に親しまれる憩いの場を提供していく。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　３　公園の整備 77,555 68,237 68,337

都市公園安全・安心対策
緊急総合支援事業

426 都市整備課 52,712 68,237 60,237
　公園施設の機能保全・安全性の確保等、都市公園における安
全・安心対策を緊急かつ計画的に実施し、子供や高齢者をはじ
め誰もが安全で安心して利用できる都市公園を整備する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 現状継続 2

きたひろサンパーク整備
事業

429 都市整備課 24,843 0 8,100
　既存コースのレイアウトを変更するため、隣接地について整備
をおこない利用者の安全と利便性を向上させる。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 現状継続 2

　第４節　防災体制の充実 21,763 10,675 27,866

　　１　防災対策の推進 13,780 6,937 5,428

防災資機材整備事業 430 危機管理課 13,764 4,463 4,463
　災害に対処するため、また、災害時の避難場所等における市
民生活の安定を図るため、防災資機材や食料品等の生活関連
物資を備蓄する。

拡大

　災害時においては、自主防災組織の
担う役割が大きいことから、地域防災力
向上のため、救助・応急対策時に必要
となる資機材を市が購入し、自主防災
組織への貸与を行う。また、冬期間の防
寒対策の充実を図る。

拡大
各資機材の備蓄目標を速やかに
達成する必要がある。

拡大 1

防災訓練事業 431 危機管理課 16 45 965
　災害時における応急対策を円滑に実施するため、市民、市職
員、防災関係機関の職員等を対象に各種災害訓練を実施す
る。

現継
　町内会、自治会、自主防災組織から
の需要が見込まれることことから、現状
継続とする。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

北海道総合行政情報
ネットワーク更新事業

434 危機管理課 0 2,429 0

　道と市町村間を相互に結び、災害時において迅速かつ確実な
通信を確保する地上系及び衛星系通信システムの老朽化及び
地上系無線回線の電波法に基づく使用期限（平成23年11月）な
どから、地上系回線について設備の更新を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了のハード事業

－ - 23年度から開始

　　２　自主防災組織の充実 160 600 300

自主防災組織育成事業 435 危機管理課 160 600 300
　大規模な災害発生時においては、住民自ら相互に協力し、災
害に対処することが求められていることから、地域における自
主防災組織の設立を促進し、組織の育成を図る。

現継

　東日本大震災以降、市民の防災に対
する意識は高まっており、地域における
自主防災組織設立の機運も高まってい
る。災害時においては、自主防災組織
の果たす役割が大きいことから、今後も
出前講座等による啓発や補助金助成を
行う。

現継

現状継続とするが、自主防災組
織の育成は重要なので、早期の
目標達成のための検討が必要で
ある。

現状継続 3

行革No18:災害時に
おける市民との協働
体制の強化（実施
済）

　　３　治山・治水の推進 7,823 3,138 22,138

治水対策促進事業
（誘導型交付金3-3）

436 庶務課 140 135 135
　石狩川水系千歳川流域の総合的な治水対策を実現するため
に活動している団体に対し、会の活動が円滑に推進できるよう
支援する。

現継

　千歳川河川整備計画に基づき、引き
続き治水対策の早期実施・完成を関係
機関に働きかけるとともに市民への啓
蒙活動を行う。

現継
現状継続とするが、効果的な広
報など補助効果を再検討し、効
率的な運営を促すこと。

現状継続 3

河川障害物除去事業 437 土木事務所 7,683 3,003 3,003
　河川流路に堆積した土砂等を除去することで河川の流下能力
を保持し、流域に居住する市民の生命・財産の安全を守る。

現継

　河川流下能力の確保は、流域に居住
する市民の生命・財産を守る重要な事
業であるため、継続して事業を進める必
要がある。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

輪上川局部改修事業 462 都市整備課 0 0 19,000
　本河川を横断している市道輪厚中の沢線の輪厚1号橋上下流
部における河床洗堀ならびに屈曲部の水当たり部の浸食を防
止し、災害の発生を未然に防ぐため護岸工を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

－ -

　第５節　消防・救急体制の充実 105,057 268,410 676,677

　　１　消防体制の充実 102,381 265,467 673,815

22 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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消防活動用資機材整備
事業

438 消防１課 2,597 4,655 3,985

　大規模・特殊災害に対応するため、より機能性の高い空気呼
吸器を計画的に更新するとともに長時間活動可能な軽量ボン
ベの拡充を図り、隊員の安全管理を充実させる。また、消防活
動上必要な資機材を順次更新・整備し市民生活の安心・安全を
確保する。さらに更新時期を迎える消防車両等積載用のＡＥＤ
を購入する。

現継

　空気呼吸器・軽量ボンベの維持管理
を徹底し災害時に安全かつ迅速に業務
を遂行できるよう計画的に資機材を更
新する。さらには個人用呼吸器面体の
整備及び耐用年数を迎える化学防護服
の更新を計画的に進める。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

消防団活動支援事業
（誘導型交付金3-4）

439 消防総務課 180 180 180

　消防団員は、水火災又は地震から住民を保護する使命のほ
か、地域の防災意識の向上やコミュニティーの活性化に向け、
防火指導や特別警戒等の自主的な活動により、安全で安心な
まちづくりを目指しており、これらの活動に補助する。

現継
市民の安全で安心なまちづくりを目指す
自主的活動への支援は必要である。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

消防水利整備事業 440 警防課 746 1,000 10,000
　火災等の発生時に速やかに消火活動を行えるよう無水利地
域の解消を図るため整備を行う。

現継
　水道事業と協力しながら整備し、消防
水利の充足率向上に努め、適正に維持
管理を行う。

統合
事業内容、手法に類似性がある
№441消火栓更新事業との統合
を検討してはどうか。

統合 2

消火栓更新事業 441 警防課 2,894 4,136 2,743
　耐用年数30年を経過した老朽消火栓を水道事業が行う配水
管改良事業に併せ計画的に更新する。

現継
　水道事業の配管更新計画に並行し
て、老朽化した消火栓を計画的に更新
し、維持管理する必要がある。

統合
事業内容、手法に類似性がある
№440消防水利整備事業との統
合を検討してはどうか。

統合 2

消防救急無線等整備事
業

442 警防課 42,384 134,515 40,592
　消防・救急無線をデジタル方式に移行するため、石狩振興局
管内の６消防本部共同で整備を行う。

現継

　札幌市を受託団体として２１年度は基
本設計、２２年度は実施設計、２３年度
から３カ年でシステム整備を行い、２５年
１０月の運用開始を目指す。

現継
広域事業であり、現状継続とする
が、今後の保守の位置づけを明
確にすること。

現状継続 2

消防団員安全装備品等
整備事業

443 消防総務課 2,601 813 1,066
　地域の安全・安心の担い手として活動している消防団員の老
朽化した安全装備品等について、装備基準及び服制基準に従
い更新し、公務災害を抑止する。

現継
地域防災力の維持・向上のために必要
不可欠である。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

消防署大曲出張所庁舎
建設事業

463 消防総務課 7,098 35,462 389,421
　交通渋滞による出動障害や敷地狭隘などの課題解決のた
め、西部、大曲地区の拠点となる消防署大曲出張所を建設す
る。

現継
  出動障害等を生じている庁舎を移転
建設することにより、消防力の体制強化
を図る。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

消防車両等更新事業 465 警防課 42,726 75,305 4,828
　複雑・多様化する災害及び大規模災害に対応した消防活動
体制の確立のため、老朽化した消防車両を計画的に更新する。

現継

　消防車両等の更新は、老朽化した消
防車両を最新資機材を装備し高度な災
害対応や走行性能の向上した車両に整
備するものであり、市民の安全・安心を
守るために必要不可欠である。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

消防庁舎耐震化事業 466 消防総務課 1,155 9,401 0

　消防は、如何なる災害に対しても安全・確実・迅速に対応する
必要がある。このことから、消防庁舎は常に災害拠点としての
能力を確保し、市民の負託に応えるために維持管理をする必要
がある。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度単年度ハード事業

－ -

通信指令台更新事業 479 警防課 0 0 221,000

　平成２５年１０月から消防救急デジタル無線の運用を開始する
ので、デジタル無線に対応できる高機能消防指令システム（離
島型）に更新する。
　　現在の通信指令台は、平成１４年度に導入してからまもなく
１０年が経過し、ハード及びソフトの故障が頻発し緊急出動指令
などに支障があるので更新する。
※防衛施設周辺の生活環境の整備に関する法律、第8条（防衛
施設周辺民生安定施設整備事業補助金）の活用を予定

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度単年度ハード事業

－ -

　　２　火災予防の推進 198 153 153

防火委員会推進事業
（誘導型交付金3-4）

445 予防課 100 100 100
　市民の防火意識高揚を目的に防火パレードなどを実施してい
る北広島市防火委員会に交付金を交付する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 現状継続 3

住宅用火災警報器普及
啓発事業

447 予防課 98 53 53

　平成１６年の消防法改正により、住宅における火災の早期発
見と早期避難実現のため住宅用防災機器の設置基準が示され
た。北広島市は火災予防条例により平成２０年６月１日から完
全義務化を図り、全ての住宅への住宅用火災警報器普及啓発
事業を行う。

現継 　普及啓発のため現状継続とする。 現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　３　救急救命体制の充実 2,478 2,790 2,709

23 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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応急手当普及啓発活動
事業

448 消防１課 601 680 688

　救急車が到着するまでの間、重篤な傷病者に対して迅速・的
確な応急手当ができる市民を養成するため、AED（自動体外式
除細動器）の使用と心肺蘇生法を含めたを救命講習会を開催し
て、救命率の向上を図る。

現継

市民の防災意識が高まる中、応急手当
に対する関心も高く、平成23年度は
1200人以上の市民が受講している。今
後も引き続き救命率の向上を目指し、新
たに追加される救命講習Ⅲや救命入門
コースも含めた応急手当の普及拡大を
図る。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

救急隊員研修事業 449 消防総務課 220 251 251
　災害現場等において、傷病者の救護にあたる救急隊員を養
成し、また資格取得後の知識や技術の向上を図る。

現継
　救急隊員の計画的な養成や知識向上
を目的とした研修は、市民の安全・安心
な暮らしのために必要である。

統合
事業の類似性から、メディカル・コ
ントロール事業と統合し、事業の
効率化を図る。

統合 3

メディカル・コントロール
事業

450 警防課 1,657 1,859 1,770

　メディカル・コントロール体制において、医師の指導による救急
活動の事後検証、病院実習、指示・指導・助言を通して救急救
命士の資質向上を図る。
　包括的指示での除細動、気管挿管及び薬剤投与等を円滑に
実施することにより救命率の向上を図る。

現継

メディカル・コントロール体制の構築によ
る救急救命士の処置範囲の拡大や計
画的な就業中研修により、市民の救命
率の向上を図る必要がある。

統合
事業の類似性から、救急隊員研
修事業と統合し、事業の効率化
を図る。

統合 3

　第６節　交通安全の推進 17,001 17,846 17,846

　　１　交通安全意識の充実 14,053 14,746 14,746

交通安全推進事業 451 市民課 14,053 14,746 14,746

　交通安全推進員、交通安全学童指導員、交通安全指導員の
配置により、交通安全意識の定着と事故の抑止を図る。また、
交通安全啓発資材による啓発のほか、交通安全活動団体への
活動費助成により、交通安全運動の推進を図る。

現継

　交通安全の高揚を図るためには、市
民一人ひとりの交通安全に対する意識
が重要であり、今後も交通安全教育や
交通安全運動の啓発に努め、各種団
体・関係機関との連携を図り各種交通
安全対策を積極的に推進していく。

現継
現状継続とするが、事業効果を
十分に検証し、効率的な事業実
施に努めること。

現状継続 3

　　２　交通安全環境の整備 2,948 3,100 3,100

交通安全施設整備事業 452 市民課 2,948 3,100 3,100
　だれもが安全に安心して通行できるよう、交通安全施設など
交通環境の整備を促進する。

現継
市民要望や道路環境の変化に応じ、逐
次交通安全施設の整備を図る。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

　第７節　防犯対策の推進 22,278 21,838 23,029

　　１　防犯意識の普及啓発 719 859 859

防犯活動支援事業
（誘導型交付金3-4）

415 市民課 578 602 602
　防犯意識の普及と啓発活動を実施する北広島市防犯協会連
合会に交付金を交付する。

現継

犯罪のない安全で安心なまちづくりにむ
けて、市民の自主的な防犯意識の向上
及び防犯活動を助長していくことは重要
なことであり、引き続き支援していく。

現継
現状継続とするが、事業内容に
ついては、引き続き精査するこ
と。

現状継続 3

犯罪のない安全で安心
なまちづくり推進事業

453 市民課 141 257 257

　市民が安心して暮らせるまちづくりを推進するため、「北広島
市犯罪のない安全で安心なまちづくり推進計画」に基づき、防
犯意識の普及啓発活動の実施及び自主防犯活動に対して資
材等の支援を行う。

現継

市並びに市民、事業者、住民組織及び
関係団体が連携して、条例が意図する
犯罪のない安全で安心なまちづくりを推
進していくことは重要である。

現継
現状継続とするが、啓発効果の
高い手段を検討すること。

現状継続 3

　　２　犯罪が起こりにくい環境づくり 21,559 20,979 22,170

街路灯整備支援事業
（奨励型補助金3-1）

454 市民課 21,559 20,979 22,170
　夜間における犯罪の防止及び交通の安全確保を図るため、
街路灯の設置や維持する自治会等の団体を支援する。

現継

夜間における犯罪の防止と安全確保の
ために設置している街路灯経費を補助
することにより、犯罪が起こりにくい環境
づくりが図られるため、補助制度を維持
していく必要がある。
なお、街路灯の老朽化による修繕、省エ
ネタイプのLED街路灯への切り替えが
予想されるため、補助金の効率的な配
分に配慮しながら事業を継続していく。

拡大

ＬＥＤ街路灯は、長寿命、節電効
果等の有効性が認められるの
で、集中的に切替えを進めるこ
と。（24年度における切替えに係
る増加分は、補正対応）

拡大 1

　第８節　消費生活の安定 3,339 2,393 2,393

　　１　消費者教育の拡充 1,323 311 311
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１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

消費者行政活性化事業 456 商業労働課 1,323 311 311
　北海道の消費者行政活性化基金を活用し、消費生活相談体
制の強化を図り、消費生活問題の周知・啓発に努める。

現継

消費問題が専門かつ高度化、複雑化し
ていることから弁護士による専門的な消
費相談が必要であり、消費問題の被害
にあわないよう未然防止も含めて講演
会や催し物を実施し、周知啓発を行うこ
とが必要である。

統合

事業内容が消費相談のみとなっ
たことから、新たな事業展開を予
定しないのであれば消費生活相
談員設置事業に統合し、一体的
な事業として効率化を図る。

統合 3

　　２　消費者保護の推進 2,016 2,082 2,082

消費生活相談員設置事
業

457 商業労働課 1,606 1,672 1,672

　消費者利益の擁護増進、消費生活被害の未然防止及び関係
機関への連絡及び協議を行い、被害拡大の防止を図る。
　消費生活全般にわたっての相談や苦情に的確かつ迅速に対
応するため、消費生活相談員を配置する。

現継
・消費生活問題は日々巧妙化しており、
専門相談員を配置して対応する事が必
要である。

統合

事業内容が消費生活相談員の
配置のみであることから消費者
行政活性化事業を統合し、一体
的な事業として効率化を図る。

統合 3

北広島消費者協会活動
支援事業
（育成型補助金3-2）

458 商業労働課 410 410 410
　消費者基本法の理念に基づく消費者の利益保護と消費生活
の安定と向上を図るため、様々な消費者活動を展開している北
広島消費者協会に補助金を交付する。

現継

消費者の利益保護と消費生活の安定と
向上を目的としている団体であり、知識
の普及や啓発活動、また消費者保護を
目的に各種活動を行っている当団体を
継続して支援を行う。

現継
現状継続とするが、事業効果を
十分に検証し、効率的な事業実
施に努めること。

現状継続 3

第４章　活気ある産業のまち 506,927 599,757 435,084

　第１節　農業の振興 53,828 236,574 104,898

　　１　担い手の育成 1,992 4,108 4,108

農業後継者等育成事業
（奨励型補助金3-1）

500 農政課 326 500 500
　本市の農業の持続的発展のために、次代の担い手である農
業後継者等の育成及び確保を図るため、農業後継者等の研修
等に対して補助金を交付する。

現継

農業者が減少する中、持続性の高い農
業の展開を図るため引き続き担い手や
新規就農者の育成に資する研修活動
等を積極的に推進する。

現継
現状継続とするが、農業者が減
少しているので、積極的な事業展
開を検討する必要がある。

現状継続 3

道央農業振興公社負担
金事業

502 農政課 1,666 1,781 1,781
　北広島市、千歳市、恵庭市、江別市、道央農業協同組合が共
同し、広域事業として農業振興を図る。

現継

北広島市単独で今後の農業振興を図る
には限界があり、特に担い手の確保、
新規就農者の受け入れ、農地の有効活
用等の点で、公社及び関係機関の協力
と農業者への指導等を推進する。

現継
公社への負担金であり、現状継
続とする。

現状継続 3

新規就農総合支援事業 539 農政課 0 1,827 1,827

　新規就農を増やし、将来の日本農業を支える人材を確保する
ため、青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図り、経営が
不安定な就農直後（５年以内）の所得を確保する給付金を交付
　地域農業マスタープランに位置付けられた４５歳未満の新規
就農者に対し、青年就農給付金（経営開始型）として、年間１５０
万円を最長５年間給付する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業

－ -

　　２　農地の利用・保全 46,200 208,287 85,158

農地・水保全管理事業 504 農政課 0 3,287 3,287

　農地・農業用水等の維持保全活動は農家主体で行われてい
るが、農村地域の高齢化進行、専業農家の減少等により施設
の保全管理は困難な状況になっいてる。このような状況の中で
農業者、地域住民が一体となった保全活動により、農業施設の
長寿命化及び集落機能の低下を防ぎ、農村環境の適切な保全
管理と質的向上を図る。

－
　国・北海道・市が一体となって行う補助
事業であり実施とする。

現継
Ｈ23で終了した「農地・水・環境保
全向上対策事業」の後継事業で
あり、継続して実施とする。

現状継続 2

道営南の里排水機場改
修事業

505 農政課 2,635 36,450 36,450

　南の里排水機場の排水ポンプ・原動機について、機能維持の
ための保全改修を実施する。（平成２２年度に道営土地改良事
業として事業採択され、平成２３年度以降、設計、本体工事を実
施する。）

現継 　現状維持とする。 現継
北海道へ負担金を支払う事業で
あり、現状継続とする。

現状継続 2

広島揚水機用水路改修
事業

506 都市整備課 39,479 160,229 0

　広島揚水機用水路の老朽化による漏水の多発が周辺地域に
被害を与えたり、農業用水不足となっていることから、周辺地の
被害域防止や用水不足を解消するため、用水路の改修を実施
する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了事業

－ -
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１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

農地改良事業
（奨励型補助金3-1）

509 農政課 2,304 3,540 3,540

　農家が、転作田を含む透排水不良の農地において作物の品
質向上、安定生産を確保するために明渠・暗渠排水整備を実施
する際に助成を行う。また、現在借り手がいない遊休農地の流
動化を図るために農地復元を行う場合に助成を行う。

現継
作物の品質と収益の向上を図る上で有
効な基盤整備であり、また農地の景観
保全にも資することから継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

農業用排水路維持管理
事業

510 農政課 1,782 1,881 1,881
　　病害虫の発生を抑え、流下断面を確保し、水害の予防を図
るため、市が管理する農業用排水路（7路線、総延長6.4km）の
草刈り、床浚いを実施する。

現継 　市の管理用地であり現状継続とする。 現継 現状継続とする。 現状継続 3

東の里揚水機幹線用水
路移設事業

531 農政課 0 2,900 40,000

　東の里に設置される遊水地の計画敷地内に敷設されている
恵庭土地改良区の財産である東の里揚水機幹線用水路につ
いて、遊水地の造成に支障があることから、国の移転補償によ
り、市が受託して計画敷地外に移設を行う。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業

－ -

　　３　都市住民との交流 684 1,112 1,112

野菜づくり講座事業 511 農政課 181 185 185
　市民を対象に、現役の農家や有識者などの知識と経験を生か
して農作物の栽培知識や技術を提供する野菜づくり実践講座を
行う。

現継

参加者からは好評価を得ている。また、
事業開始当初は研修圃場近隣からの
参加が主だったが、近年は市内全域か
ら参加が見られるようになった。研修す
る作物や効果的な事業のPR方法を検
討しながら実施する。

統合
菜園パーク促進事業、類似性が
認められる食農教室事業と統合
し効率化を図る。

統合 3

食農教室事業 512 農政課 48 62 62

　ファストフードや加工食品等の消費が拡大している中で、ス
ローフードや健全な食習慣を身につけるといったことに関心が
高まっている。市内の小学生の児童とその父母を対象に、健全
な食に対する理解や、生産者等との交流により私たちの食と農
業とのかかわりについての理解を得るために、食農教室を実施
する。

現継

参加者から好評価を得ており、引き続き
食と農について生産者等との交流を図
ることを機軸とし、より効果的なセミナー
とする。

統合
菜園パーク促進事業、類似性が
認められる野菜づくり講座事業と
統合し効率化を図る。

統合 3

菜園パーク促進事業
（奨励型補助金3-1）

513 農政課 88 250 250
　市内の遊休農地等に、市民の農業への理解を深める場、余
暇活動等の憩いの場などとしての認定市民農園の開設を促進
するため、相談や支援を行う。

現継
遊休農地等を市民の憩いの場として活
用するため支援と助成を継続する。

統合
野菜づくり講座事業、食農教室事
業業と統合し効率化を図る。

統合 3

グリーンツーリズム推進
事業
（奨励型補助金3-1）

533 農政課 367 615 615

　市内では、農産物の直売や体験型農業などグリーンツーリズ
ムの取組みが活発になっており、地域経済に波及効果が期待
されることから積極的なＰＲを実施する。今後、グリーンツーリズ
ム活動の連携促進により、さらに多く交流が生まれ「きたひろし
まの農業」や「きたひろしまの魅力」を市内外に伝えられること
から、実施者が連携した活動を支援する。

現継
北広島市の農業や魅力を市内外へ発
信されるよう実施者が連携した活動に
対して支援を行う。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　４　生産・流通の振興 4,952 23,067 14,520

農業者戸別所得補償制
度推進事業

501 農政課 0 6,834 6,834

　農業経営の安定と国内生産力の確保を図り、もって食料自給
率の向上と農業の多面的機能を維持するための農業者戸別所
得補償制度の実施にあたって、事務事業の推進や要件確認な
どにあたる地域農業再生協議会に対して必要な経費を助成す
る。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業

－ -

農業資金利子補給事業
（奨励型補助金3-1）

514 農政課 801 726 760

　　認定農業者（農業経営基盤強化促進法に基づく農業改善計
画の認定を受けた農業者）がその計画に則して規模拡大などの
経営展開を図るために農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資
金）を借入れした場合に利子の一部を助成することにより、経営
感覚に優れた効率的かつ安定的な農業経営者を育成する。

現継
農業経営基盤強化資金利子の一部を
補給するものであり、現状継続とする。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

農業振興奨励事業 515 農政課 2,883 3,000 3,000

　農業経営者等で構成する生産組織や酪農家等に対し、道央
農業協同組合を通し事業費用の一部を補助する。
　（研修会、先進地視察など農業技術の向上や酪農ヘルパー事
業、えぞ鹿被害対策の電牧柵などに補助。）

現継
　　各農業団体等が実施する農業振興
事業は、関係機関と協調して支援が必
要であることから継続する。

現継
現状継続とするが、個々の補助
金の必要性、効果について検討
すること。

現状継続 3

環境保全型農業直接支
援対策事業

518 農政課 0 2,126 2,126

　地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動
の普及拡大を図る目的で、農業者等が、化学肥料・化学合成農
薬を原則５割以上低減する取組とセットで、地球温暖化防止や
生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む場合、取組
面積に応じた支援を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業

－ -
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１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

経営体育成支援事業 534 農政課 1,268 8,581 0

　市の定める経営体育成施設整備計画に従い、農業者が融資
機関からの融資を活用し、整備事業を行う場合、整備事業に係
る経費からプロジェクト融資の額を除いた自己負担部分につい
て補助金の交付を行う。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了事業

－ -

戸別所得補償経営安定
推進事業

538 農政課 0 1,800 1,800

　土地利用型農業で、20～30ha規模の経営体が大部分を占め
る構造を目指すため、地域農業マスタープランを作成し、地域
の中心となる経営体への農地を集積を協力する農業者に協力
金を交付する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業

－ -

　第２節　工業の振興 100 150 150

　　１　地元企業の育成 100 150 150

企業人財づくり支援事業
（奨励型補助金3-1）

516 工業振興課 100 150 150

　　活力のあるまちづくりには、企業の健全経営が根幹であり、
企業の健全経営には有能な人材の育成や確保が不可欠であ
るため、市内に立地する企業が実施する能力開発セミナーや各
種研修等に助成し、企業の健全経営を促進する。

現継

　受講者アンケートにおいて、受講した
いセミナーテーマを募っており、要望に
沿ったテーマや市民が参加しやすい
テーマを選考して行く。

現継

人材の育成などのため必要であ
り、現状継続とするが、今後の企
業誘致も踏まえ、制度が活用さ
れるよう検討が必要である。

現状継続 3

　　２　市内での連携 0 0 0

北広島クラスター構想事
業

517 農政課 0 0 0
　産・学・官の連携(クラスター形成)により、企業単独では実現
が難しい地域特性を生かした新たな産業の創出や、新製品等
の開拓促進を目指す。

見直
し

プロジェクトの発掘・事業化には企業の
アイデアとそれを事業化するための実
行力が不可欠であるが、アンケート調査
の結果関心を示した企業は少ない。現
状では核となる商品、技術が見込めて
おらず、行政のみでは本事業の推進は
困難であり、企業等の情報把握に努
め、適切な事業評価を通じて事業の休
止・廃止も含め検討する。

現継
現状継続とする。事業目的の達
成のため、いろいろな可能性を検
討すること。

現状継続 3

　第３節　商業の振興 312,840 309,612 309,612

　　１　各地域商業の振興・商業団体の育成 1,448 2,450 2,450

空き店舗利用促進事業
（奨励型補助金3-1）

519 商業労働課 832 1,800 1,800
　大型店の進出や店舗の移転、事業者の高齢化による廃業な
ど、空き店舗増加への対策事業を実施する北広島商工会に対
して補助金を交付する。

現継

　起業者への支援とともに地域住民の
消費活動の利便性向上が期待でき、さ
らには地域商業の活性化に有効な事業
であるため、今後も事業を継続してい
く。

現継
現状継続とするが、開業件数が
減ってきているので、何らかの方
策が求められる。

現状継続 3

地域商店街活性化事業
（奨励型補助金3-1）

520 商業労働課 616 650 650
　各地区の商工業者が連携して、地域の特性を生かしながら商
店街の賑わいと活性化を図る各種事業に対して支援する。

現継
　地域に根差した商店街の重要性は高
く、今後も支援を継続していく。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　2　商業経営の安定 311,392 307,162 307,162

小規模事業指導推進事
業
（奨励型補助金3-1）

521 商業労働課 26,025 26,763 26,763
　小規模事業者の経営安定化と中小企業支援のため、経営指
導及び経営改善への業務指導を行う北広島商工会に対して人
件費及び事務費の一部を支援する。

現継

　北広島商工会が実施している経営改
善普及事業などは、小規模事業者の経
営安定を図るために必要であることか
ら、継続して補助を行う必要がある。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

中小企業者等融資事業
（奨励型補助金3-1）

522 商業労働課 267,079 265,330 265,330

　　中小企業者の事業資金の円滑化を図るため、市が市内金
融機関に原資を預託する。また、信用保証料の全額及び利子
の一部を市が補給することにより、事業者の負担を軽減し、中
小企業の育成振興を図る。

現継
　経済状況が厳しい現状から、中小企
業者の経営の安定を図るため引き続き
継続が必要である。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

住宅リフォーム支援事業 536 商業労働課 18,288 15,069 15,069

　平成22年12月定例会で可決された「北広島市住宅リフォーム
助成に関する条例」に基づき、市民が住宅のリフォームを行う
際の工事等に要する費用の一部（10分の1、上限10万円）を助
成することにより住宅の改修を促進し、もって快適な住環境の
整備並びに市内の建設産業の振興及び雇用の安定を図る。

現継

住宅の改修を促進し、快適な住環境の
整備を支援するとともに、市内建設産業
の振興、雇用安定を目的としているが、
平成25年度で事業終了。

現継

25年度で終了する事業であるこ
とから現状継続とするが、事業の
有効性等については、十分、検
討すべきである。

現状継続 3

　第４節　企業誘致・新産業の創出 947 977 977

　　１　企業誘致の推進 847 862 862
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23年度 24年度 25年度 事 業 概 要

決算額
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推進

計画額
目 的 と 内 容 評価 25年度に向けての方向性 評価 評 価 の 内 容

25年度予
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ラ
ン
ク

２ 次 評 価 の 案

備　　　考事務事業名
計画
事業
番号

担当課名

１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

企業誘致推進事業 524 工業振興課 847 862 862
　優良な企業の立地による地域経済の活性化や雇用創出の場
を確保するため、北広島輪厚工業団地や民間所有の分譲地へ
の企業誘致活動を行う。

現継

　輪厚工業団地において、平成24年度
は一段と造成工事が進められ行くことか
ら、積極的に道内外の進出意欲のある
企業に出向き、企業誘致活動を展開す
る。

現継

輪厚工業団地の分譲に向けて、
企業の進出情報の収集等を行う
とともに、積極的に企業誘致活動
を展開すること。

現状継続 2

　　２　新産業の創出 100 115 115

コミュニティビジネス創業
支援事業

525 商業労働課 100 115 115

　少子高齢化、コミュニティ醸成、環境保全、教育、地産地消な
ど地域課題の解決にビジネスとして取り組む団体、企業、個人
の支援を行うため、コミュニティビジネスアドバイザーによる相談
を実施するとともに、コミュニティビジネスに取組む団体等の創
業時に要する経費を補助する。

現継

　コミュニティビジネスに取り組む団体等
を支援することにより、地域の活性化や
地域課題の解決が促進されることから、
継続して事業を行う必要がある。

現継
現状継続とするが、地域課題を
解決した事例など積極的に公表
すること。

現状継続 3

　第５節　観光の振興 5,430 3,930 3,930

　　１　観光の振興 5,430 3,930 3,930

観光振興事業 526 商業労働課 5,430 3,930 3,930

　市内外の各種イベントへの参加や観光資源の紹介、宣伝等
により本市の観光事業の発展やイメージアップを図るため、北
広島市観光協会へ交付金を交付する。
　また、石狩管内の市町村等で構成する「さっぽろ広域観光圏
推進協議会」事業の推進に努める。

現継

様々な団体、民間事業者、市民、市外
からの参加者と連携し、観光振興を推
進している。また、「きたひろしまシティ
セールス事業」と連携し、新たな観光資
源の発掘等に取り組んでおり、観光業
の発展や市のイメージアップに効果をあ
げていると考える。

現継
観光事業の促進のため、現状継
続とする。

現状継続 3

観光基本計画策定事業 527 商業労働課 0 0 0

　シティセールス事業により整理された内容をもとに、継続して
行われる各種施策事業の提案に併せて北広島市観光協会との
協議を行い、市の観光事業の方向性を示す観光基本計画を策
定する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了事業

－ -

　第６節　労働環境の整備 133,782 48,514 15,517

　　１　就業機会の拡大と安定化 133,782 48,514 15,517

地域職業相談室運営事
業

528 商業労働課 4,400 4,622 4,622

　「地域職業相談室(ジョブガイド北広島)」を国との連携により設
置・運営するため、相談室の維持管理費の負担と就職支援推
進員1名を配置。
　求人情報の提供、職業相談、失業者相談を実施することによ
り、求職者等への利便性の向上させるとともに就職促進を図
る。

現継
　求職者への情報提供とともに、利用者
の利便性向上のため推進員を配置す
る。

現継
国との連携事業であり、利用率も
高いことから、現状継続とする。

現状継続 3

季節労働者通年雇用促
進支援事業

529 商業労働課 144 395 395
　市内に居住する季節労働者の通年雇用化を促進するため北
広島市季節労働者通年雇用促進支援協議会を支援する。

現継
　今後、国・道と連携し、季節労働者の
通年雇用化に努める。

現継
現状継続とする。（国・道が経費
の95％を負担）

現状継続 3

シルバー人材センター活
動支援事業
（育成型補助金3-2）

530 商業労働課 10,500 10,500 10,500
　高齢者の臨時的かつ短期的な仕事を確保し、提供して、高齢
者の生きがいと活力ある地域社会づくりのために活動している
シルバー人材センターを支援する。

現継

　事業仕分けにより当該団体の国庫補
助は10％削減となっている。本市は、補
助額の根拠を明確にするため、補助団
体と十分協議し、今年度、現要領の見
直しを図り、前年度と同額の補助金とし
た。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

緊急雇用対策事業 535 商業労働課 118,738 32,997 0

　　雇用情勢低迷による企業倒産、解雇、雇い止め等によるり
離職を余儀なくされた失業者及び未就職卒業者の生活困窮を
救済するため、緊急的雇用対策として事業を実施する。
　【変更点】平成23年度をもって国の交付金が終了したことか
ら、市単独事業として実施する。緊急経済対策本部 経済･雇用
対策部会を通じて事業を庁内募集し決定し、臨時職員雇用及び
委託による雇用創出を図る。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了事業

－ -

第５章　快適な生活環境のまち 1,715,041 2,199,324 1,964,631

　第１節　市街地整備の推進 34,434 19,367 48,135

　　１　市街地の形成 19,448 2,868 1,776
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１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

市街地整備計画事業 600 都市計画課 19,182 2,047 1,434

　「第5次総合計画」の「基本目標」や北広島市都市計画マス
タープランにおける「都市づくりの目標」などの実現のために、
計画的な市街地の形成をめざす。社会状況の変化に対応する
ため、平成16年に策定された北広島市都市計画マスタープラン
の見直しを行うとともに、必要に応じて用途地域や地区計画な
どの変更を行う。

現継

　上位計画である「北広島市総合計画
（第5次）」、「札幌圏都市計画都市計画
区域の整備、開発及び保全の方針」の
策定や、社会情勢等の変化に対応し都
市づくりの方向性を示すため、都市計画
マスタープランの見直しが必要である。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 2

町名・町界整備事業 601 都市計画課 0 0 0
　市民及び来訪者の利便を図り、わかりやすいまちづくりを進め
るため、町名・町界整備を進める。

現継

市民及び来訪者の利便を図り、分かり
やすいまちづくりを進めることを目的とし
て平成2年より事業を進めている。今後
の実施地区として北広島輪厚工業団地
地区について今までと同様に町名・町界
整備事業を実施する必要がある。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

土地区画整理組合指導
事業

602 都市整備課 30 67 67

　組合施行の土地区画整理事業に関して適切な指導、助言、技
術援助、許認可を行なうことにより、本市が目指す魅力ある健
全で良好な市街地形成の誘導を図り、地区住民等の生活環境
の向上と新たな市民のための住宅地を供給する。

現継
大曲幸土地区画整理事業が事業継続し
ている状況であることから、現状継続

現継 現状継続とする。 現状継続 2

市街地活性化事業 613 都市計画課 236 754 275

　北広島団地活性化計画の推進や既存市街地の未利用地の
利用促進のため、各種支援制度の検討を行う。北広島団地活
性化に向けた情報提供・意見交換などの場づくりや、空き地・空
き家などの不動産の流動化に向けた取組みの検討を行う。

現継

北広島団地活性化計画に基づく住民・
事業者・行政等による取り組みを推進す
るとともに、既存市街地における合理的
な土地利用など、各地区の地域性を生
かしたまちづくりを今後も推進していく。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　２　駅周辺まちづくり 14,986 16,499 46,359

エルフィンパーク活用事
業

603 市民課 8,998 9,933 9,933

　市民に憩いと集いの場を提供し、展示やイベントを通じて市民
活動の助長と交流の促進を図るとともに、市民サービスコー
ナーにおいては、土・日・祝日における戸籍等各種証明の交付
などを実施し、市民サービスの向上を図る。

現継

　市民に多様な交流の場を提供し、市
民の自主的な活動を支援するとともに、
市役所閉庁時における利用状況をもと
に、市民サービスコーナーの在り方を検
討しながら、より一層の行政サービスの
向上に努めていく。

現継 現状継続とする。 現状継続 3
行革No.51:窓口業務
時間の延長（実施
済）

有料駐車場管理運営事
業

604 土木事務所 4,481 4,928 34,788
　駅周辺公共施設等の利用者の利便性の向上及び違法駐車を
防止し良好な都市景観を確保するため、指定管理者制度を活
用し、市営東西駐車場の適正な管理・運営を行う。

現継

指定管理者が近隣の施設へチラシ等で
ＰＲし、広告付きティッシュを配るなど利
用増に向けた取組を行うほか、更なる
利用増に向け、他の自治体へポスター
での掲示や、広報紙への掲載依頼を検
討している。

現継
現状継続とするが、さらに利用率
の向上を図ること。

現状継続 2
行革No.59:市営駐車
場運営事業の見直し
（実施済）

自転車駐車場管理事業 605 土木事務所 1,507 1,638 1,638
　駅周辺の良好な環境保持のため、駅東西側に4箇所設けた自
転車駐車場等の適切な管理運営を行うとともに、自転車の利用
促進を図る。

現継

　駅周辺の良好な環境保持のため現行
事業は継続するが、駅の東西で利用状
況が不均等であるため、それぞれの需
要を予測し、今後の施設整備を検討す
る必要がある。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

駅周辺まちづくり推進事
業

606 政策調整課 0 0 0

　ＪＲ北広島駅周辺の文化施設や商業・業務施設の諸機能を生
かし、市の顔にふさわしいまちづくりをすすめる。
～ＪＲ北広島駅東口の民間用地について、利用促進を図るため
地権者との協議を進める。また、地区計画の柔軟な対応につい
ても検討を進める。ＪＲ上野幌駅周辺については、交通の利便
性を生かし商業・業務施設等の立地を図る。また、駅前広場や
バスの乗り入れなどについて関係機関と協議を進める。

現継

　駅東口の商業業務施設用地の高度利
用を図り、民間活力を導入し商業業務
施設の誘導や優良住宅等の集積を促
進する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　第２節　居住環境の充実 10,654 156,633 336,290

　　１　公営住宅等の整備促進 10,654 156,533 335,790

公営住宅長寿命化事業 607 建築課 0 0 20,000
　平成23年度に策定する公営住宅長寿命化計画に基づき、必
要な修繕・改善等を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業（24予算ゼロ）

－ -
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23年度 24年度 25年度 事 業 概 要

決算額
当初

予算額
推進

計画額
目 的 と 内 容 評価 25年度に向けての方向性 評価 評 価 の 内 容

25年度予
算に対す
る考え方

ラ
ン
ク

２ 次 評 価 の 案

備　　　考事務事業名
計画
事業
番号

担当課名

１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

市営住宅共栄団地建替
事業

608 建築課 10,654 35,904 315,790

　高齢者や低額所得者など住宅困窮者が入居する市営住宅の
住環境水準向上のため、公営住宅ストック総合活用計画によ
り、老朽化が著しい共栄第２団地と北の台団地を共栄第２団地
敷地に集約した形で建替える。

現継 建替計画に沿って事業を推進する。 現継 現状継続とする。 現状継続 2

市営住宅西の里団地用
地取得事業

611 建築課 0 120,629 0

　市営住宅西の里団地の建替えに係る用地については、（社）
北海道リハビリーの所有地を「土地使用承諾」により建替事業
を行ったが、建替事業が終了することに伴い、所有者の「有償
での譲渡意向」が強いことから、用地を取得するものとする。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度単年度事業

－ -

　　２　多様なニーズへの対応 0 100 500

住宅住替え支援事業 609 建築課 0 0 0

　利便性の高い地域への住替えの意向を持っている高齢者世
帯等からの住宅情報を収集・登録し、この情報を子育てに適し
た環境の住宅を求めている世帯などに提供して住替えの円滑
化を図るとともに、空き家の増加を防ぐ。

見直
し

　住替え相談の窓口業務は引き続き実
施するが、相談件数がほとんどないこと
から、事業のあり方について、検討す
る。

拡大

重点プロジェクトに位置付けられ
ており、定住人口の増加を図るた
めに有効な事業であることから、
事業目的に即した事業展開を図
ること。

拡大 1

木造住宅耐震診断・改修
支援事業
（奨励型補助金3-1）

610 建築課 0 100 500
　木造住宅の耐震化の促進を図るため、昭和56年5月31日以前
に着工された木造住宅を対象として所有者が耐震診断・改修工
事を行う際に要する経費の一部を助成する。

現継
継続して、木造住宅耐震診断補助を行
う。

現継
現状継続とするが、未だ、実績が
ないため、実施方法を見直し早
急に事業の推進を図ること。

現状継続 2

　第３節　道路の整備 399,650 389,415 484,834

　　１　市内幹線道路・生活道路等の整備 399,650 389,415 484,834

市道整備補助事業（補
助）

614 都市整備課 13,596 14,000 86,767
未改良区間や老朽化した路線の整備を拡大し、安全で快適な
道路環境を確保する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始のハード事業

－ -

生活道路整備事業 615 都市整備課 73,427 73,182 64,720
　市民にとって最も身近な生活道路を整備することで、振動や
防塵対策、雨水の滞留防止を図り、安全で快適な道路環境を
確保する。

現継
本事業における整備率については、約
９４％に達しているが、未だに完了して
いないことから、継続して実施する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

市道整備事業（単独） 616 都市整備課 182,225 202,094 186,200
未改良区間や老朽化した路線を整備することにより、安全で快
適な道路環境を確保する。

現継
歩行者や車両等の通行の安全を確保
するため、関係機関と協議をおこないな
がら事業を継続する。

拡大
未改良区間等の整備が遅れてい
ることから、整備率を高める必要
がある。

拡大 1

街路樹補植事業 621 土木事務所 840 1,000 1,000
　都市景観の保持と交通の安全性や快適性の確保のため、枯
れや倒木によって除去された空き植樹桝の補植を実施する。

現継
　街路樹の補植については、都市景観
の保持の観点から計画的に実施するた
め現状継続とする。

拡大
補植すべき空き植樹桝の整備が
進んでおらず、整備手法も含め、
整備を進める必要がある。

拡大 1

照明灯維持補修事業 622 土木事務所 3,696 4,000 4,000
　市管理の道路照明灯を計画的に維持・補修することにより、
車両及び歩行者の通行の安全を確保する。

現継
　夜間における通行の安全を確保する
ため、継続して事業を進めることが必要
である。

拡大
補修すべき照明灯の整備が進ん
でおらず、安全確保の観点から、
整備率を高める必要がある。

拡大 1

舗装補修事業 623 土木事務所 117,411 80,000 80,000
　　老朽化している道路のうち、幹線及び準幹線の中から交通
量、劣化度、重要度等により補修事業を計画的に進める。

現継
　今後、一層老朽化が進むことが予想さ
れることから、計画的に補修を進めてい
く必要がある。

拡大
補修すべき舗装の整備が進んで
おらず、安全確保の観点から、整
備率を高める必要がある。

拡大 1

市道用地確定事業 624 土木事務所 1,757 903 3,129
　市道敷地の用地確定（分筆）が必要なものや、所有権、使用
権などの権原を市が取得していないもの（未処理用地）につい
て、用地買収、寄付などにより権限を取得する。

現継
　土地所有者の居所調査や売買への意
向を確認しながら用地取得の緊急性を
精査し、事業を行う。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

地域土木振興事業
（奨励型補助金3-1）

625 土木事務所 979 3,500 750

　市内の土木施設の整備を図り、住民生活の向上のため、共同
で土木工事を実施する者に対し、事業費の支援を行う。
　市が管理する以外の道路等で、土木工事を施工する団体に、
工事費用の２/３以内の額の補助を行う。

見直
し

整備要望が今後も予想されることから
継続していくが補助率について検討す
る。

見直
し

事業は継続するが、補助率を見
直すものとする。

見直し 4

東西連絡橋施設補修事
業

627 土木事務所 3,822 6,668 6,200
　市民の憩いとコミュニティの場として良好な状態を維持するた
め、経年劣化によるシーリング等の補修を計画的に実施する。

現継
　多くの市民が利用する交流の場でもあ
ることから、快適な空間を維持するため
計画的な補修が必要である。

現継
市の象徴的な施設でもあり、現状
継続とする。

現状継続 3

橋梁長寿命化事業 632 土木事務所 0 0 50,000

　平成24年度に策定される橋梁長寿命化修繕計画に基づき、
補修工事等を適期・適切に行うことで橋梁の長寿命化及び修繕
費用の縮減を図り、道路網の安全性・信頼性を確保するため、
補修工事を計画的に実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業（24予算ゼロ）

－ -

30 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）



23年度 24年度 25年度 事 業 概 要

決算額
当初

予算額
推進

計画額
目 的 と 内 容 評価 25年度に向けての方向性 評価 評 価 の 内 容

25年度予
算に対す
る考え方

ラ
ン
ク

２ 次 評 価 の 案

備　　　考事務事業名
計画
事業
番号

担当課名

１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

道路計画事業 633 都市計画課 1,897 2,068 2,068

　安全性、利便性の高い都市間連絡道路や市内道路網のネッ
トワーク形成のため、都市計画道路を適切に定めるとともに、適
宜、都市計画道路網の見直しを進める。
　平成22年に検討された都市計画道路の見直し対象路線につ
いて、都市計画審議会で示された方針に基づき、変更や廃止な
どの手続きを進める。また、道路網計画の検討や整備効果の
評価などの基礎資料とするため、交通量調査を実施する。

現継

交通量調査は引続き行い、各道路交通
施策等の検討資料とする。
都市計画道路の見直し対象路線につい
ては、都市計画変更の手続きを進める。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

市道整備補助事業（直
轄）

690 都市整備課 0 2,000 0
未改良区間や老朽化した路線の整備を拡大し、安全で快適な
道路環境を確保する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度単年度のハード事業

－ -

　第４節　交通の充実 82,671 124,680 72,938

　　１　公共交通の充実 3,094 5,046 5,046

地域交通システム検討
事業

634 政策調整課 3,094 2,546 2,546
　交通弱者や交通空白地域における移動手段の確保を図るた
め、北広島市地域公共交通活性化協議会において検討した
「地域公共交通総合連携計画」に基づき、実証運行などを行う。

現継
　実証運行の状況を踏まえ、引き続き必
要とされる公共交通の検討を進める。

現継

現状継続とする。本事業を引き継
ぐ地域交通推進事業において
は、十分に実証成果を生かすよ
う努めること。

現状継続 3

生活バス路線確保対策
事業

684 市民課 0 2,500 2,500
市民の日常生活に不可欠な生活バス路線を確保・維持し、市民
生活の利便を図るため、市内完結バス路線の運行経費の一部
を乗合バス事業者へ補助する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業

－ -

　　２　サイクリング・ネットワークの形成 2,084 2,101 2,101

サイクルネットワーク構
築事業

635 政策調整課 0 0 0

　北広島から馬追丘陵周辺に至る緑豊かな景観や自然を活用
し、拠点となる施設を有機的に連携させたサイクルネットワーク
構想を策定・整備し、環境にやさしい自転車交通の利用促進を
図る。
　地域環境の形成と交流ネットワークの広がりを通じて、広域的
な地域振興を推進する。

現継

　広域的な事業であることから、札幌恵
庭自転車道を軸に、、国、北海道や他
市町村と歩調を合わせて市内ネットワー
クの構築や道央馬追サイクルネットワー
ク構想との連携について検討する。

現継
具体的な方策について検討する
こと

現状継続 3

レンタサイクル事業 636 土木事務所 2,084 2,101 2,101
　環境にやさしい交通手段である自転車の利用促進を図るた
め、自転車の貸出しを行い、併せて市民の健康促進及びレクリ
エーションの振興を図る。

現継

　平成18年度から事業が開始され、天
候の影響により利用人数の変動はある
が、さらなる利用者増加につながる広報
活動（市HP,広報紙）及び事業の効率性
などに努力していく。

現継
当面、現状継続とするが、費用対
効果の観点から、事業の継続を
含め見直す必要がある。

現状継続 3

　　３　冬期間交通の確保 77,493 117,533 65,791

市道排雪支援事業
（奨励型補助金3-1）

638 土木事務所 32,788 32,487 32,487
　冬期間の生活環境の改善と交通確保を図るため、市街化区
域内における市道の排雪を実施する自治会等に費用の一部を
補助する。

現継
　冬季間の生活道路を確保し、生活環
境の向上が図られている。

現継
冬季間の生活道路の確保のため
必要な事業であり、現状継続とす
る。

現状継続 3

私道除雪支援事業
（奨励型補助金3-1）

639 土木事務所 2,189 2,300 1,725
　公共性の高い私道の冬期間の交通を確保するため、私道を
除雪する団体にその費用の一部を補助する。

見直
し

　冬期間の交通確保のためには継続す
る必要があるが、補助率については検
討する。

見直
し

事業は継続とするが、補助率を
見直すものとする。

見直し 4

小型除雪機械貸出事業 640 土木事務所 1,274 1,579 1,579
　通常の市道除雪では対応しきれない道路などの除雪を自主
的に行う自治会等を対象に貸出を行う。

現継

　平成２２年度に貸出料を無料としたこ
とにより、利用の拡大が図られた。ま
た、平成２３年度に試験的に実施した
シーズンを通しての利用実績、意見等を
基に検討し、積極的なＰＲと合わせて更
なる利用拡大を図る。

見直
し

無料化する前の２ヶ年の実績が
なかったことから、事業の必要性
について、検証すること。

見直し 4

除雪車等購入事業 641 土木事務所 40,490 80,226 30,000
　除雪車等の更新・増強を計画的に行うことにより、除雪体制の
保持・強化を図り、冬期間の円滑な交通と安全を確保する。

現継

　厳しい経済状況の中、除雪を担う建設
業者の体力が低下し、必要な除雪機械
の確保にも支障が生ずる事態が懸念さ
れることから、除雪体制の維持強化の
ために、市の保有する除雪車両の充実
を図る必要がある。

現継
機器等の更新は除雪の確保に必
要であり、現状継続とする。

現状継続 3

雪対策基本計画策定事
業

642 土木事務所 752 941 0
　冬期間の快適な生活環境の形成を図るため、雪対策に関す
る協働のあり方や役割分担などについて検討し、雪対策基本計
画を策定する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了事業

－ -

31 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）



23年度 24年度 25年度 事 業 概 要

決算額
当初

予算額
推進

計画額
目 的 と 内 容 評価 25年度に向けての方向性 評価 評 価 の 内 容

25年度予
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る考え方

ラ
ン
ク

２ 次 評 価 の 案

備　　　考事務事業名
計画
事業
番号

担当課名

１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

　第５節　水道の整備 274,926 333,572 310,577

　　１　水の安心 2,858 2,940 3,051

水質検査委託事業
（水道会計）

679 水道施設課 2,858 2,940 3,051
　給水する水が水道法に基づく水質基準に適合していることを
確認するため水質検査を実施する。

現継
　水道法に基づいた業務であり、今後も
事業を継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

　　２　水の安定 61,831 144,061 123,788

飲料水等供給施設設置
支援事業
（奨励型補助金3-1）

644 環境課 728 1,000 1,000
　市街化調整区域に居住する市民に対し、良質な飲料水の確
保と安定供給を図るため、飲料水等供給施設の設置工事に対
する費用を助成する。

現継

　衛生上の観点から、市街化調整区域
に居住する市民に良質な飲料水を確保
することは必要であり、今後も継続す
る。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

休日等給水サービス業
務委託事業
（水道会計）

645 業務課 1,990 1,971 1,955

　近年給水装置の老朽化が進み、給水装置に関する相談や漏
水事故の発生件数も増加することが予想される。
また、水道使用者の高齢化も進む中、安心して水道を利用でき
るよう、休日等における相談や漏水事故等に迅速に対応するた
め、給水サービスを実施する。

現継
休日時においても、水道使用者が安心
して水道を使用できるように事業を継続
する。

現継
現状継続とするが、他市の状況
調査も含め、事業手法について、
引き続き研究されたい。

現状継続 3
23外：隣接市の方式
を積極的に研究する
必要あり。

水道開閉栓業務委託事
業
（水道会計）

646 業務課 6,956 6,992 6,992
　年間を通じた開閉栓届出に対応するため、土日・祝日・年末年
始を含めた開閉栓業務を実施する。

現継
年間を通じて、水道の使用開始や停止
の際に必要な事業であり、業務委託とし
て継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3
行革No.63:水道開閉
栓業務委託事業の
見直し

水道第５期拡張事業
（水道会計）

647 水道施設課 27,164 113,170 94,261
　給水区域内への水道水の安定供給を図るため、水道第5期拡
張事業により水道施設及び配水管の整備を実施する。

現継

　社会環境の変化、人口・水需要推計な
どから需要水量の減少が見込まれたた
め、平成16年度に事業再評価を行い平
成18年度に規模縮小となる事業認可変
更を行いました。今後も事業認可に基づ
き事業を継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

石狩東部広域水道企業
団出資金

681 財政課 24,993 20,928 19,580

　石狩東部広域水道企業団からの用水供給のため、「地方公営
企業繰出基準」に基づく「上水道の水源開発に要する経費」及
び「上水道の広域化対策に要する経費」を企業団に対する繰出
金及び出資金により構成団体が権利水量に応じた負担をする。

現継

　繰出基準に基づく繰出金及び出資金
は、国の制度に係るものであり、石狩東
部広域水道企業団用水供給事業の経
営の安定及び財政基盤の強化に資する
ため引き続き実施していく。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

　　３　施設の持続 202,819 179,127 176,294

配水管改良事業
（水道会計）

648 水道施設課 202,819 179,127 176,294

　老朽管更新事業計画に基づき、敷設後40年を経過した既存
配水管を更新し、漏水事故等の未然防止と有効率の向上を図
る。基幹的配水管の更新においては、配水管の劣化度調査を
行い地震災害時に備えた耐震管での更新を実施する。

現継
　水道水を安定供給するために必要不
可欠な事業であり、今後も事業を継続す
る。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

　　４　水道経営基盤の強化 7,418 7,444 7,444

上下水道料金収納業務
委託事業（水道会計）

649 業務課 7,418 7,444 7,444
　上下水道料金の未納者に対する催告や個別徴収を行い、納
入の促進、滞納整理を実施する。

現継

滞納者・滞納額の減少を目標とする事
業で、歩合制の導入により徴収件数・徴
収額も増加していることから、事業を継
続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

行革No.70:上下水道
料金収納業務委託
事業の見直し（実施
済）

　第６節　下水道の整備 745,919 993,733 531,959

　　１　下水道の整備と利用の促進 502,734 603,113 526,450

下水道（雨・汚水管）整備
事業
（下水道会計）

651 下水道課 82,116 118,351 28,257

　市街地における浸水の防止、快適で衛生的な生活環境の確
保及び公共用水域の水質保全を図るため、道路整備に合わせ
た雨水管の整備、未普及地区の汚水管整備及び老朽化した施
設の更新を行う。

現継

市街地における快適で衛生的な生活環
境の確保や、公共用水域の水質保全を
図る上で必要であることから事業を継続
する。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

下水処理センター整備事
業（下水道会計）

652 下水道課 402,023 460,962 477,493

　市街地における快適で衛生的な生活環境を確保し、公共用水
域の水質保全を図るため、老朽化した施設・機器の更新を実施
する。
　平成23年から生ごみ、平成25年からし尿・浄化槽汚泥を受け
入れて集約混合処理を行うため、施設の増設を行う。

現継

　市街地における快適で衛生的な生活
環境を確保し、公共用水域の水質保全
を図る上で必要な事業であることから、
現状継続とする。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

32 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

下水道管理システム整
備事業（下水道会計）

653 下水道課 2,232 2,500 2,500
　下水道事業の事務事業の効率化及び市民等へ管路情報を提
供するため下水道管路等情報のデータ更新を実施する。

現継
下水道施設の維持管理業務の効率化
を図る上で必要であり、事業を継続す
る。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

下水道管渠更生事業
（下水道会計）

654 下水道課 10,031 12,000 12,000
　マンホールや管渠破損による道路陥没等の防止及び浸入水
の防止による下水処理センターへの負荷軽減を図るため、調査
に基づき計画的な補修を実施する。

現継
　市民の日常生活に支障が無いように、
下水道施設の調査や補修は必要である
ことから事業を継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

事業場排水監視事業
（下水道会計）

655 下水道課 1,176 1,200 1,200
　下水道施設の機能低下防止や環境保全を図るため、事業場
などからの排水の水質検査等を実施する。

現継
下水道施設の維持管理や環境保全の
観点から必要であり、事業を継続する。

現継

現状継続とするが、要改善の事
業所が多く見られることから、改
善率の向上を図ること。また、改
善指導の強化を図ること。

現状継続 3

23外：改善指導した
事業場のほぼ半数
が改善努力をしてい
ない状況。事業目的
に沿って効果のある
取組が必要

下水道施設長寿命化計
画策定事業
（下水道会計）

667 下水道課 5,156 8,100 5,000

施設のライフサイクルコスト（新設費、維持管理費、処分費を含
めた費用）の縮減と施設の延命化を図るため、改築更新費用の
平準化等を目的とする。　初年度に基礎調査を行い、中長期の
改築需要の把握及び向う５ヵ年の対象設備の把握を行い、次年
度に対象設備の詳細調査を実施し、５ヵ年の長寿命化計画を策
定する。

現継
施設の延命化と更新費用の平準化等を
目的とした事業であることから、事業を
継続とする。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　２　発生汚泥の有効利用 4,020 2,436 5,509

汚泥有効利用推進事業 659
下水処理セ

ンター
4,020 2,436 5,509

　バイオマス（生ゴミ、し尿・浄化槽汚泥）受入れに伴い、汚泥の
性状が変化することから、肥料取締法の基準に適合した安全な
汚泥肥料として緑農地還元を行っていくため、汚泥分析、植害
試験等を行うとともに、汚泥量の増加に対する新たな利用先の
拡大を図る。

現継
平成２５年から生ゴミに加えて、し尿・浄
化槽汚泥を受け入れることから、事業を
継続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　３　し尿・浄化槽汚泥の処理 239,165 388,184 0

道央地区環境衛生組合
負担金事業

657 環境課 40,724 41,396 0
　北広島市・長沼町・由仁町・南幌町の1市3町で構成する道央
地区環境衛生組合でのし尿等の広域処理に対する費用を負担
する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了事業

－ -

バイオマス利活用施設整
備事業

658 環境課 198,441 346,788 0

　埋立処分されている生ごみを平成２３年度から分別収集し、既
存下水処理センター施設を有効活用してバイオガス化処理（メ
タン発酵処理）を行うため、下水処理センター内に新たにバイオ
マス混合調整棟を建設する。併せて、道央地区し尿処理場で処
理されているし尿・浄化槽汚泥について、処理場の老朽化が進
行していることから、平成25年度から当該施設で受入、処理を
行うための施設整備を実施する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了のハード事業

－ -

　第７節　都市景観の形成 39 44 44

　　１　景観づくり 39 44 44

都市景観形成事業 660 都市計画課 39 44 44

　北海道景観条例に基づき、地域の個性を生かした魅力ある都
市景観づくりを進め、快適で美しい街並みの形成と維持を図る
ため、届出対象となる建築物などについての審査指導、都市景
観にかかる啓蒙・啓発及び屋外広告物の指導、違反広告物の
簡易除去を実施する。

現継
市民の景観に対する意識を高め、地域
の個性を生かした魅力ある都市景観づ
くりを進めていく。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

　第８節　情報化の推進 166,748 181,880 179,854

　　１　行政事務の情報化 157,911 173,966 171,940

情報通信基盤設備管理
事業

661 情報推進課 87,597 92,599 84,292

　行政情報センターを中核とした市内各公共施設の情報通信
ネットワークを活用して情報の発信・共有を行うとともに、地方公
共団体専用の回線であるLGWANを用いて国や各地方公共団
体等との情報の連携・交換など行政事務の簡素化、効率化を
図る。

現継

ネットワーク等各種インフラの機能維持
と効率的な利用に努め、より効率的な新
技術の活用について、引き続き検討を
進める。また、災害時等における業務継
続の検討を進める。

現継 現状継続とする。 現状継続 3
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１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

基幹系情報システム管
理事業

662 情報推進課 61,494 63,124 69,805

・各業務システムについて、ネットワークによる情報連携を行い
業務の効率性及び市民サービスの迅速性を図る。
・セキュリティやバックアップなど常に適正に稼働する体制を保
持する。
・仮想化技術の導入により、各業務システムのサーバ統合を進
め、バックアップ機能の共有化を進める。
・総務省が進める自治体クラウド（庁舎内にシステムを置かず、
外部のデータセンター等に設置した共同システムを利用する形
態）の動向を踏まえ、クラウド型サービスの検討を進める。

現継

　各業務システムについて引き続き仮想
サーバ基盤上への統合を推進し、災害
時等における業務継続の検討を進め
る。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

総合内部情報システム
管理事業

682 情報推進課 8,820 18,243 17,843

　内部業務システムの運用管理、内部業務のシステム化によ
り、業務の効率化を図る。
　財務系（予算編成、予算管理、起債、財政推計）、会計系（歳
入歳出管理、資金・基金管理、歳入歳出外管理）、財産系（備品
管理、資産管理）、契約系（契約管理、業者管理）、計画系（推
進計画、行政評価）、共通系（職員認証、グループウェア、職員
ポータル）

現継

文書管理・電子決裁、汎用GISの各シス
テムを活用してペーパーレス化を推進
するとともに、各部署における情報資産
の引き継ぎと業務の効率化を図る。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

行革No.56:文書管
理・電子決裁システ
ムの構築（一部実
施）

　　２　情報化の環境整備 8,837 7,914 7,914

情報化施策推進事業 663 情報推進課 8,837 7,914 7,914

　情報化が進んだ社会において、ITを活用した情報発信及び手
続きの電子化を進め、市民の利便性の向上を図る。市政情報
の発信のための市ホームページの充実や地域SNSの運営、北
海道電子自治体共同システム（ＨＡRP)の運用を継続し、電子申
請・届出の充実を図る。

現継

電子申請については、近年開始となっ
たコンビニ交付等、新たな手段での住民
向けサービスの拡大に向け、今後の方
向性を検討する。また、地域SNSについ
ては、協働事業きたひろTV推進事業に
よるインターネットTVの連携を検討す
る。

現継

HARPの運用については検討す
ること。地域SNSについては利用
者を増やすなどさらに発展させる
こと。

現状継続 3

行革No.8:電子市民
会議室の設置（実施
済）、No.10:ホーム
ページの充実（実施
済）

第６章　計画の実現に向けて 70,182 148,609 431,852

　第１節　市民参加・協働の推進 15,406 85,371 374,550

　　１　市民参加の推進 579 819 819

市民参加推進事業 800 行政推進課 141 213 213

　市民参加条例に基づく市民参加手続きの実施状況について、
市民参加推進会議による検証・評価をもとに進行管理や条例の
見直し等を行うとともに、更なる市民参加の推進を図るため、市
民参加に繋がる方策等を検討し実施する。

現継
市民参加手続きの実施状況について検
証するとともに、市民参加条例の改正に
ついて検討する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

市表彰事業 824 総務課 438 606 606

　市政の振興に寄与した方や衆人の模範と認められる行為が
あった方の功績や事績をたたえ、市が感謝の意を表することに
より、各分野で地道に活動している方への激励と、市民がより
市政に対し意識を高め、市民との協働のまちづくりの促進を図
る。

現継

市民との協働のまちづくりを進める上
で、功績のある方々を表彰する制度は
不可欠であり、今後も継続して実施する
必要がある

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　２　協働の推進 2,554 4,734 4,734

市民協働推進事業
（奨励型補助金3-1）

801 行政推進課 2,554 4,734 4,734

・公益活動を促進するため、人材の育成や組織基盤の強化、
ネットワークづくりの方策に取り組むとともに、公益活動団体等
の活動を支援する。また、公益活動団体と市との協働につい
て、市民の視線に立ってその客観性、透明性及び実効性を確
保するために、市民協働推進会議により公益活動補助金の審
査や協働の実効性を評価する。
・地域住民が自主的に進めるまちづくり活動に対して助成金を
交付し、市民との協働によるまちづくりを積極的に進める。

現継
利用しやすい補助金に向けて、検討す
る。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

行革No.16:公益活動
団体への業務委託
の推進（実施済）、
No.23公募型補助金
制度の導入

　　３　公益活動の促進 0 0 0

公益活動センター整備事
業

831 行政推進課 0 0 0
団体相互の交流や日常のミーティング場所の提供や活動に必
要な支援機能の充実を図るため、公益活動センターを整備す
る。

対象
外

≪評価対象外事業≫
開始未定のハード事業

－ -

　　４　地域コミュニティの醸成 12,273 79,818 368,997

34 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）
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コミュニティ施設整備事
業
（奨励型補助金3-1）

803 市民課 723 1,200 1,200

　地区住民センター等の老朽化した備品の計画的な更新、各住
民集会所の維持管理団体(自治会等)が整備する備品等に対す
る補助及び町内会所有の住民集会所における規模の大きい補
修工事費用を助成し、コミュニティ活動の場の維持に努める。

現継

地区住民センター並びに地区住民集会
所の適切な管理のもと、円滑な地域コ
ミュニティの向上を図るためには継続し
た助成が必要である。

現継
必要な補修等に取り組む必要が
あり、現状継続とする。

現状継続 2

地域コミュニティ推進事
業
（誘導型交付金3-4）

804 市民課 9,945 10,170 10,170

　町内会、自治会等の活動経費の一部を助成し、地域コミュニ
ティの醸成を図る。
　自治連合会を充実、活性化することにより、生きがいのある明
るく住みよいまちづくりの推進を図るとともに、地域社会の維持
及び形成に資する地域的な共同活動や市が行う各種調査等の
連絡調整などが円滑に行われることを目的としている。

現継

地域に住んでいる方々が親睦を深めな
がら、住民同士のつながりや助け合い
を大切にし住みよい地域づくりのため自
主的な様々な活動を行っている。その活
動経費に対し助成することは地域コミュ
ニティの醸成に効果がある。
また、月２回、市役所から市民へに対す
る周知文書の回覧業務を自治会、町内
会が担っており、助成の継続は必要と
考える。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

学校跡施設利活用検討
事業

805 政策調整課 0 32,341 330,302
　北広島団地内の小学校の統合後（平成24年4月）の校舎など
について、学校跡施設利活用計画に基づく施設改修を行う。

現継
　利活用計画に基づき施設の整備を進
める。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

農民研修センターエレ
ベーター設置事業

813 市民課 1,605 33,968 0
　農民研修センター利用者の高齢化に伴い、2階研修室や和室
等を利用する際の利便性向上のため、エレベーターを設置す
る。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度終了のハード事業

－ -

大曲会館エレベーター設
置事業

818 市民課 0 0 2,109
　大曲会館利用者の高齢化に伴い、2階の大集会室等を利用す
る際の利便性向上のため、エレベーターを設置する。また、トイ
レ臭解消のため、配管改修を行う。

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

－ -

住民集会所建設事業 822 市民課 0 2,139 25,216 　大曲幸地区に住民集会所を新築する。
対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始のハード事業

－ -

　第２節　平和と人権尊重社会の推進 130 307 157

　　１　恒久平和の希求 79 105 105

平和推進事業 808 市民課 79 105 105

　「平和都市宣言のまち」並びに平和市長会議の一員である当
市として、市民一人ひとりが平和の尊さや大切さを認識し、恒久
平和の実現を祈念することを目的として普及・啓発事業を実施
する。

現継

平和の尊さを啓発していくことが大切で
あり、平和を願う心の種をまいていくた
め、現状の活動を継続していくことが必
要である。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　２　人権意識の啓発 51 202 52

人権意識の普及啓発事
業

809 市民課 51 202 52

　一人ひとりの個性や人格を認め、あらゆる分野で偏見や差別
などをなくし、すべての市民が平等で暮らしやすい、人権尊重の
社会を推進するため、人権擁護委員との連携を強化し、学校や
地域などでの人権教育・啓発活動を実施する。

現継
人権擁護委員並びに法務局との連携を
強化し、人権擁護活動を支援していく。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　第３節　男女共同参画の推進 1,378 762 1,126

　　１　男女共同参画社会の実現に向けた意識の変革1,378 762 1,126

男女共同参画推進事業 810 行政推進課 1,378 762 1,126

平成23年度からスタートした「第2次きたひろしま男女共同参画
プラン」に基づき、男女が互いに尊重し、協力し合う社会を実現
していくため、市民や関係機関と連携を図りながら、男女共同参
画推進のための各種意識啓発事業や学習研修活動を実施す
る。

現継

事業効果を検証しながら、第2次きたひ
ろしま男女共同参画プランに基づき事
業展開をする。今後の方向性を見定め
るため、25年度に市民意識調査を実施
する。

現継
現状継続とするが、引き続き、事
業内容を精査すること。

現状継続 3

　第４節　行財政運営・行革の推進 13,911 17,462 11,869

　　１　効率的な行財政運営 3,182 580 580
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１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

政策評価事業 814 行政推進課 3,088 0 0

　成果を重視する行政運営への転換、情報公開による政策の
透明性、職員の意識改革や政策形成能力の向上を図るため、
政策評価を推進し、計画(Plan)、実施(Do)、評価(Check)、改善
(Action）という行政運営サイクル（ＰＤＣＡサイクル）の確立を進
める。
　また、評価結果は、施策評価として取りまとめ、市民に公表す
る。

現継

事務開始以来、試行錯誤を重ねつつ10
年以上経過し、所期の目標は相当程度
達成したものと判断する。政策評価は今
後の政策立案に必要不可欠であること
から、効率化を図りつつ、継続する。

現継
効率化を図りつつ、現状継続とす
る。

現状継続 3

総合計画推進事業 815 政策調整課 94 580 580

　総合計画の着実な推進を図るため、推進計画を策定するとと
もに、政策評価の活用や予算への反映などＰＤＣＡサイクルに
よる進行管理を定着させ、効率的で効果的な行政運営をめざ
す。

現継

　成果重視の計画進行管理と、社会情
勢の変化や多様化する住民ニーズに対
応することを目指したローリングにより、
推進計画の策定を進めていく。

現継 現状継続とする。 現状継続 2

　　２　行財政改革の推進 134 150 307

行財政改革推進事業 812 行政推進課 134 150 307

　地域のことは地域に住む住民が決める「地域主権」を実現す
るため、「政策評価の推進」、「市民参加・協働の推進」、「健全
な財政運営の推進」、「行政運営システムの改革の推進」を重
点項目として、行財政システム全般の改革を行う。

現継
　北広島市行財政構造改革・実行計画
（平成23年度改訂版）に基づき改革を継
続する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　３　健全な財政運営 3,580 3,537 3,537

住民参加型市場公募債
の発行事業

816 財政課 2,712 2,717 2,717
　市民の行政への参加意識を高めるとともに、資金調達の手法
の多様化を図るため、住民参加型市場公募債（ミニ市場公募
債）を発行する。

見直
し

　行革・実行計画における市政への市
民参加の推進の一つの方策としてス
タートしたが、市場金利の動向により発
行コストが大きく左右されること、また、
開始から5年を経過したことから、今後
のあり方について検討する時期にきて
いる。

見直
し

メリット、デメリットを検証し、方向
性を決めること。

見直し 4
行革No.7:ミニ市場公
募債の導入（実施
済）

財政情報公開事業 817 財政課 868 820 820

広報紙及び市ホームページによる市の財政情報の公表並びに
公会計システムを活用し正確な資産及び債務管理を行う。
1　予算に関する事項の公表等
2　決算に関する事項の公表等

現継

法的な義務付けとともに、施策の推進
及び市民との協働を進めるうえで、財政
情報の公開と共有は欠かすことができ
ないものである。今後も公開の情報量と
「わかりやすさ」を重点に内容の充実を
図っていく。

現継
法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

現状継続 3

　　４　行政サービスの充実 720 720 720

市民法律相談事業 820 市民課 720 720 720
　市民が日常生活を営む中で直面する法律上の諸問題や疑問
について、弁護士による無料法律相談を実施し、市民の生活の
安定を図る。

現継

様々な法律上の知識が必要な時代であ
るため、市民生活は多様化し、安定的な
市民生活を支援していく上で必要と考え
られる。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

公共施設再配置計画策
定事業

842 政策調整課 0 0 0

　本市の公共施設の状況は、昭和40年半ばの北広島団地等の
開発以降、人口が急増した時代に個々の行政目的によって多く
の施設が建設された。すでに築30年以上が経過し、老朽化が
進んでいる。
　今後の計画的な行財政運営を推進していくため、現有施設を
活かしながら、施設の総量を抑制しつつ、新たなニーズや地域
の特性に合った公共施設を配置するために、公共施設再配置
計画を策定する。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業

－ -
行革№112 公共施
設再配置計画の策
定（調査検討）

　　５　組織・職員の活性化 6,114 7,475 6,725

職員研修事業 821 職員課 3,330 4,691 3,941

　職員の事務能力の向上や職務上必要な専門知識の習得、そ
れぞれの職階に対応した職務遂行能力の向上を図るとともに、
職員の意識改革と組織の活性化、職員の人間性の向上など、
地域主権型社会に対応できる職員の育成を目的として、職員研
修を実施する。

現継

行財政構造改革実行計画に掲げている
「接遇の向上」「政策形成能力の向上」
「研修の外部委託化」について重点的に
取り組んでいく。また、今後の退職・採
用の状況を考慮し、管理職・主査等のマ
ネジメント力向上,OJTの推進を図ってい
く必要がある。

現継
外部研修機関等の研修を継続
し、職員の資質の向上や意識の
改革を図る。

現状継続 3

行革No.52:職員の接
遇の向上（実施済）、
No.60:職員研修業務
の委託（実施済）、
No.97:職員の政策形
成能力の向上（実施
済）
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１ 次 評 価 （ 自 己 評 価 ）

職員福利厚生事業 839 職員課 2,784 2,784 2,784

　職員の福利厚生及び教養文化事業を行っている職員福利厚
生会に対し交付金を交付し、地方公務員法に定める職員の福
利厚生の一部を福利厚生会が行うことにより、福利厚生事業の
円滑な実施、職員の士気高揚、職場の活性化を促すとともに、
公務能率の向上を図る。

現継

　職員の福利厚生のあり方・水準等につ
いては、常に使用者としての責任、市民
感覚等社会一般との適合性、民間企業
や国・他の自治体との均衡、財政負担
等を十分に考慮したものとする必要が
あり、毎年度継続的に検討していく。

現継
現状継続とするが、事業内容な
どについては必要性などを常に
検討すること。

現状継続 3

　　６　新庁舎の整備 181 5,000 0

新庁舎建設事業 823
庁舎建設担

当
181 5,000 0

　安全で、市民が利用しやすく、機能的及び効率的に事務が進
められる庁舎を建設する。

現継
災害時には拠点ともなる庁舎が老朽化
や耐震性の問題を抱えていることから、
計画的な整備は必要である。

現継

庁舎は老朽化が著しく、災害時
の対応ほか通常の市民サービス
にも支障を来たすので、早期の
建設着手が望ましい。

現状継続 2

　第５節　広域連携の推進 419 420 420

　　１　広域連携の推進 419 420 420

札幌広域圏組合連携事
業

825 政策調整課 419 420 420
　札幌ふるさと市町村圏計画に基づき、広域的な観点から管内
市町村が協力して地域振興を図るため協同事業を実施する。

現継
　自治体が共通する課題に対応するた
め、札幌広域圏内市町村と連携し、有
効かつ効率的な事業展開を図る。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　第６節　情報公開・広報広聴の充実 38,938 44,287 43,730

　　１　情報の共有 2,767 7,299 6,533

文書管理運営事業 826 情報推進課 186 205 205
　開かれた市政運営を推進するため、公文書の適切な管理を
行うとともに、迅速な情報公開への対応、歴史的資料となる文
書等の確保及び保存を行う。

現継

　総合文書管理システムの適切な運用
を行い、文書管理事務の効率化・簡素
化、ペーパーレス化、情報公開等への
対応の迅速化のため、文書管理業務を
再構築する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3
行革No.99:歴史資料
等の保存（実施済）

統計協議会活動支援事
業

827 政策調整課 100 100 100
　統計調査の円滑かつ適正な実施、調査力の向上のための事
業費の一部を助成する。

現継

　統計調査の内容が複雑化し、また対
象者からも調査協力が得づらくなってき
ているなど、調査環境が一段と厳しさを
増している中で、統計調査員の確保難
はさらに度を強めている。協議会員の調
査力の向上を図るとともに会員の確保
にも努める必要がある。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

協働事業きたひろＴＶ推
進事業

830 情報推進課 0 3,562 2,796

　インターネットTVを通じ、北広島市の市勢情報や地域情報を
発信し、北広島市の観光・産業及び学術の振興を図ることを目
的とする。　【内容】①”きたひろTV”のホームページを立ち上
げ、無料動画投稿サイトと連携し作成した映像コンテンツを配信
する。②シティセールス事業用に映像コンテンツを作成・配信す
る。

対象
外

≪評価対象外事業≫
24年度開始事業

－ -

市議会政務調査事業
（育成型補助金）3-2

838 議会事務局 2,481 3,432 3,432
　市議会議員の調査・研究に係る政務調査費を交付し、議員活
動の活性化を図る。

現継

  議会の活性化など時代に対応した活
動が求められていることから、議員の調
査研究に資するための必要な経費であ
る。
  なお、議会改革検討項目に位置づけ
支出基準及び交付金の額等について検
討を行う。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　３　個人情報の保護 435 483 483

個人情報セキュリティ対
策事業

832 情報推進課 435 483 483
　市が保有する行政情報及び市民の個人情報を適正に管理し
保護するため、セキュリティ実施手順等の運用における情報資
産の取扱いについて必要な対策を講じる。

現継
市民には広報、ホームページで制度の
周知を図り、職員にはセキュリティ研修
を通じて更なる意識の向上を図る。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

　　４　広報広聴活動の充実 35,736 36,505 36,714
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きたひろしまシティセール
ス事業

828 商業労働課 3,402 3,400 3,400
　本市が持っている自然や歴史、産業、文化、イベントや祭りな
どの地域の魅力や特性を積極的に市内外に情報を発信する。

現継

平成２４年度に実施する、統一したイ
メージ（きたひろ農学校）に基づく情報発
信を引き続き行い、北広島のブランドイ
メージの向上を図る。

現継
効果的な事業展開とともに、最終
的な総括を行うこと。

現状継続 3

広報紙発行事業 833 情報推進課 26,591 27,732 27,941
　市の施策や情報、市内の出来事や市民の活動を市民に分か
りやすく伝えるため、広報「北広島」を発行し、市内の概ね全世
帯に配布する。

現継

　市民協働型の編集委託により、市民
の生活に密着した情報を分かりやすく
紙面に反映させる。広報紙の精度の向
上と受託先との連絡調整に努める。

現継
現状継続とするが、市民協働推
進会議での評価を受け、今後の
方向性を検討すること。

現状継続 3
行革No.67:広報紙作
成の委託等（実施
済）

コミュニティＦＭ広報事業 834 情報推進課 1,834 1,834 1,834

　情報発信・受信手段の多様化に対応するため、コミュニティＦ
Ｍ「ＦＭメイプル」を通じて、市の施策や行事などを分かりやすく
タイムリーに市民へ伝える。
　なお、危機管理課で実施している災害時における非常放送や
高齢者支援課で実施している認知症高齢者SOSネットワーク事
業とも連携している。

現継
　今後も積極的な活用を庁内に呼び掛
ける。また、災害時などの連携を関係各
課と調整する。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

広聴活動事業 835 市民課 27 34 34

　市民と行政が信頼と協働によるまちづくりを進めるためには、
益々多様化・複雑化する市民ニーズの的確な把握が重要であ
るため、情報の公開や意見集約、市民との直接対話など各種
広聴活動を継続実施する。

現継

市民と協働のまちづくりを進めていくた
めにも、多様化・複雑化する市民ニーズ
の的確な把握が重要であるため、市民
への適切な情報提供及び意見集約を効
率的に継続して取り組んでいく。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

議会広報事業 836 議会事務局 3,882 3,505 3,505
　定例会等での一般質問や代表質問の答弁及び各議案の審議
の状況など、市議会の活動概要を市民に周知する。

現継

　議会広報の発行は、市議会の広報紙
として市民に定着している。
　更に広報の強化を図るため、平成23
年度からインターネットを利用し議会中
継を実施。
　常任委員会の中継についても実施に
向けて検討していく。

現継 現状継続とする。 現状継続 3

38 （備考欄の「行革」は実行計画改革項目を、「**外」は**年度外部評価委員会の指摘を示す）


